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第１章 計画策定の背景と目的 
 

第１節 計画策定の背景 
 

１ 国・都の動向から 

 

本事業計画の改定に当たっては、第６期事業計画でめざした目標や具体的な施策を踏まえ

るとともに、これからの社会保障や介護保険制度の動き、ひとり暮らしの方や認知症の高齢

者の方等の増加、災害時への対応等、近年の社会潮流を勘案しながら、地域包括ケアシステ

ムの着実な構築に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

制度改正の主な動向には、次のようなものがあります。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

 

平成２９年６月 2日、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正

する法律」が公布され、平成３０年 4 月１日に施行されることになりました。  

この法律は、高齢者の方の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図

るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要な

サービスが提供されるようにするものです。 

 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 １ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取り組みの推進（介護保険法） 

 ２ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法） 

 ３ 地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、

児童福祉法） 

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保 

 ４ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を3割とする。（介護保険法） 

※平成３０年8月１日施行 

 ５ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法） 

※平成２９年8月分の介護納付金から適用 
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（２）地域共生社会の実現 
 

平成２８年度には、厚生労働省に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が設置され、

高齢者の方、障がいのある方、子ども等、全ての方々が、地域、暮らし、生きがいを共に創

り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが進められています。

支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民の方が役割を担い、支え合

いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉等の公的サービスと協働

して助け合いながら暮らすことのできる仕組みを構築することをめざしています。 

 

（３）「介護離職ゼロ」に向けた取り組み 
 

平成２８年６月２日に閣議決定した「ニッポン一億総活躍プラン」においては、身近な方

の介護をするために仕事を退職してしまう介護離職者が年間１０万人を超えていることを踏

まえ、介護をしながら仕事を続けることができるようなサービス基盤の整備が求められてい

ます。 

 

（４）認知症施策の推進 
 

認知症を有する高齢者の方の増加が引き続き見込まれるなか、国は平成２７年１月に認知

症施策の基本的な考え方や、さらに取り組むべき内容を示した「認知症施策推進総合戦略（新

オレンジプラン）」をとりまとめました。今後、認知症施策をより一層推進させるため、介護

保険制度に新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）

を位置づけることになりました。 

 

新オレンジプランの基本的考え方 

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることが

できる社会の実現をめざす。 

七
つ
の
柱 

① 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

② 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供 

③ 若年性認知症施策の強化 

④ 認知症の人の介護者への支援 

⑤ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

⑥ 認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究開発 
およびその成果の普及の推進 

⑦ 認知症の人やその家族の視点の重視 
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第２節 計画の目的 

 

１ 趣旨 

 

市では、「小金井しあわせプラン（第４次小金井市基本構想・基本計画）」（以下「小金井し

あわせプラン」という。）を定め、福祉と健康づくりのための施策大綱を「誰もが安心して暮

らせる思いやりのあるまち」と定めています。 

介護保険制度においては、いわゆる団塊世代の方が７５歳以上となる平成３７（２０２５）

年までに段階的に地域包括ケアシステムを構築していくことを展望し、「地域における医療及

び介護の総合的な確保の促進に関する法律」の推進を見据えた介護保険事業計画の策定が求め

られています。 

本事業計画は、「小金井しあわせプラン」の理念を実現するために策定した第２期小金井市

保健福祉総合計画に包括された分野別計画であり、介護・医療・介護予防・住まい・生活支

援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの強化充実をめざした計画として、介護保険

事業の推進、生活支援体制の整備、医療と介護の連携、高齢者相互や他世代との支え合いの

あり方や、高齢者の方が担い手として活躍する地域の仕組みについて具体化していきます。 

 

２ 位置づけ 

 

本事業計画は、「小金井しあわせプラン」に基づく計画であり、介護保険・高齢者保健福

祉に関する総合計画です。 

また、保健福祉分野に共通する基本的な考え方を示す「地域福祉計画」に基づき、「健康

増進計画」、「障害者計画・障害福祉計画」、「のびゆくこどもプラン 小金井」と連携しま

す。さらに、関連分野の「地域防災計画」等とも連携を図ります。 

 

３ 法的根拠 

 

本事業計画は、介護保険法第１１７条に基づく市町村介護保険事業計画および老人福祉

法第２０条の８に基づく市町村老人福祉計画です。 

 

第３節 計画の期間 
 

本事業計画は、平成３０年度から平成３２年度までの３か年を計画期間とします。
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第２章 市の現状と課題 
 

第１節 統計資料から 
 

１ 高齢化の状況 

 

本事業計画における人口は、厚生労働省より各市区町村別に示された人口推計に基づき、

市独自で推計したものです。 

人口は、平成２９年度まで増加しています。第７期以降も人口は増加し、平成３０年に

は 121,332 人、平成３１年には 121,634人、平成３２年は 121,936 人と推計されて

います。そして、平成３７年には 122,442人と推計され、引き続き、増加傾向にありま

す。 

また、高齢化率も上昇し続けており、平成２９年には 21.0％となっています。高齢化率

は第７期以降も上昇を続け、平成３７年には 24.1％と、第６期事業計画初年度の平成２７

年と比べて 3.5 ポイント増加しています。 

年齢別にみると、前期高齢者の方（６５歳～７４歳）、後期高齢者の方（７５歳以上）共

に増加しており、平成２９年の前期高齢者の方は 12,452 人、後期高齢者の方は 12,723

人となっています。 

第７期事業計画期間においても高齢者の方は増加する傾向にあり、前期高齢者の方は平

成３２年には 12,720人、後期高齢者の方は 14,415 人と推計されています。 

なお、平成３７年になると、前期高齢者の方は 12,268 人に減少し、後期高齢者の方は

17,224 人に増加すると推計されています。（図表１） 

市の高齢者人口は、今後も増加する傾向にあり、特に後期高齢者の方が増加することか

ら、運動機能をはじめとした各種リスクに対する対応が、より重要になっていくことと考

えられます。 
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図表１ 前期高齢者・後期高齢者別高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６期資料：市住民基本台帳（外国人登録含む）（各年10月１日現在） 

第７期以降資料：厚生労働省「第７期将来推計用の推計人口」に基づく市介護福祉課推計（各年10月１日現在） 

 

図表 2 高齢化率の推計（市・都・国） 

（％） 

 実績 推計 

平成２２年 平成２７年 平成３２年 平成３７年 

小金井市 18.5 20.6 22.3 24.1 

東京都 20.4 22.7 23.2 23.3 

全国 23.0 26.6 29.1 30.4 

小金井市資料：実績は市住民基本台帳（外国人登録含む）、推計は市介護福祉課推計（各年１０月１日現在） 

東京都資料：東京都『都民ファーストでつくる「新しい東京」～2020年に向けた実行プラン～』（平成２８年１２月） 

国資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成２９年４月）出生中位（死亡低位）推計 

※平成２２年の全国・都の実績値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成２５年

３月推計）掲載の平成２２年の基準人口による。 
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２ 世帯 

 

平成２７年１０月１日現在、市の一般世帯は 59,692 世帯で、うち６５歳以上の世帯員

の方がいる一般世帯は 16,400 世帯と、一般世帯の 27.5％を占めています。（図表 3） 

６５歳以上の世帯員の方がいる一般世帯のうち、高齢夫婦世帯は 5,204 世帯でその割合

は全国より低く、東京都と同程度となっています。また、高齢単身世帯は 5,590 世帯で、

その割合は東京都や全国より低くなっています。平成２２年と比較すると、６５歳以上の

世帯員の方がいる一般世帯、高齢夫婦世帯、高齢単身世帯の割合は、いずれも増加傾向に

ありますが、東京都や全国に比べて増加率はゆるやかです。（図表 4） 

 

図表 3 高齢者の方がいる一般世帯数の推移 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図表 4 高齢者の方がいる一般世帯数の比較 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年１０月１日） 

(単位：世帯、％）

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

一般世帯数 47,976 51,071 51,345 57,613 59,692

６５歳以上の世帯員のいる一般世帯数 9,670 11,530 13,492 15,004 16,400
高齢夫婦世帯数(夫婦のみの世帯） 2,932 3,635 4,136 4,701 5,204
高齢単身世帯数(単独世帯） 2,099 2,969 4,218 4,937 5,590
その他の世帯数 4,639 4,926 5,138 5,366 5,606

20.2 22.6 26.3 26.0 27.5

6.1 7.1 8.1 8.2 8.7

4.4 5.8 8.2 8.6 9.4

一般世帯数に占める６５歳以上世帯員
のいる一般世帯数の割合

一般世帯数に占める高齢夫婦世帯数の
割合

一般世帯数に占める高齢単身世帯数の
割合

(単位：世帯、％）

小金井市 東京都 全国

一般世帯数 59,692 6,690,934 53,331,797

６５歳以上の世帯員のいる一般世帯数 16,400 2,064,215 21,713,308
高齢夫婦世帯数(夫婦のみの世帯） 5,204 582,081 6,420,243
高齢単身世帯数(単独世帯） 5,590 739,511 5,927,686
その他の世帯数 5,606 742,623 9,365,379

27.5 30.9 40.7

8.7 8.7 12.0

9.4 11.1 11.1

一般世帯数に占める６５歳以上世帯員
のいる一般世帯数の割合
一般世帯数に占める高齢夫婦世帯数の
割合
一般世帯数に占める高齢単身世帯数の
割合

参考：平成２２年と平成２７年との比較 （％）
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一般世帯数に占める高齢夫婦世帯数の
割合
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３ 要介護・要支援認定者 

 

要介護・要支援認定者数は、平成２８年には５,０５６人と５,０００人を超えました。 

第 7 期事業計画期間中の要介護・要支援認定者数は、平成３０年には５,３７１人、平成

３１年は５,４８２人、平成３２年は５,５９５人になると推計され、増加傾向にあります。 

そして、平成３７年の要介護・要支援認定者数は６,０８６人と、平成３０年と比較し、

約 1.1 倍になると推計されています。（図表 5） 

東京都と比べ、市は要支援１、要介護１の方の構成比率が高く、一方、要介護２から要

介護５の方の構成比率は低くなっています。平成２６年に比べると、東京都は大きな違い

は見られませんが、市は要支援１の方の増加が比較的高くなっています。（P２００ 図表6） 

現在は、軽度の方が多くなっていますが、今後も心身の健康をできる限り維持できるよ

う、自立支援・介護予防・重度化防止への対応が必要と考えられます。 

 

図表 5 要介護・要支援認定者数の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

※第2号被保険者を含みます。 

 

第６期資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（各年9月末日現在） 

第７期以降資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年１０月１日現在） 

911 956 983 996 1,014 1,033 1,103 

642 688 651 714 733 751 818 

1,155 1,145 1,172 1,232 1,256 1,284 
1,384 

707 729 838 782 802 820 
897 513 528 554 563 569 581 
640 

508 545 
532 580 593 602 

665 

462 
465 

496 504 515 524 

579 

4,898 
5,056 

5,226 
5,371 5,482 5,595 

6,086 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人） 推計

第７期第６期

 

≈  



Ⅳ 第 7 期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画                                              

- 200 - 

図表 6 要支援・要介護度別構成比の比較 

 

【平成２９年】 

  
 
 
 
 
 
 
 

※第2号被保険者を含みます。 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（平成2９年9月末日現在） 
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（平成２６年9月末日現在） 
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４ 認知症高齢者 

 

認知症の方の割合は、高齢化に伴い、高くなりつつあります。平成２９年３月３１日現

在、市の要介護認定者（第１号被保険者）の方４,９８０人のうち、認定を行う際の参考の

１つとされる「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅠ以上の方は３,５６４人と、平成２６

年の３,２６５人と比較して約３００人増加し、内訳をみると自立度Ⅲ以上の方の人数が増

加しています。（図表 7） 

なお、厚生労働省によれば、認知症に罹患する方は平成２４年には約４６２万人（６５

歳以上高齢者の方の約 7 人に１人）と推計されていましたが、平成３７年には約７００万

人（６５歳以上高齢者の方の約５人に１人）と推計されており、増加が見込まれています。 

この６５歳以上高齢者の方の５人に１人を市に置き換えると、平成３７年には５,８９８

人と推計されます。 

図表 7 認知症高齢者の日常生活自立度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市介護福祉課（平成２６年３月３１日、平成２９年３月３１日集計数値） 

【平成２９年】
（単位：人）

自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 転入 総計

男　性 475 304 143 259 216 55 116 33 8 1,609
女　性 941 572 319 515 488 157 298 65 16 3,371
合　計 1,416 876 462 774 704 212 414 98 24 4,980

【平成２６年】
（単位：人）

自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 転入 総計

男　性 379 318 146 271 172 44 56 5 4 1,395
女　性 844 632 266 565 412 115 194 50 15 3,093
合　計 1,223 950 412 836 584 159 250 55 19 4,488

【参考】判定基準　　

ランク

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

判断基準 見られる症状・行動の例

何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び
社会的にほぼ自立している。

日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通
の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自
立できる。

家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管理などそ
れまでできたことにミスが目立つ等

家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との対応
など一人で留守番ができない等

日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通
の困難さが見られ、介護を必要とする。

日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。

着替え、食事、排便、排尿が上手にできない、時間が
かかる。やたらに物を口に入れる、物を拾い集める、徘
徊、失禁、大声・奇声をあげる、火の不始末、不潔行
為、性的異常行為等

夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢａに同じ

日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通
の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。

ランクⅢに同じ

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患
が見られ、専門医療を必要とする。

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精神
症状に起因する問題行動が継続する状態等
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第２節 アンケート調査から 
 

第７期事業計画の策定に向けた各種アンケート調査結果から、高齢者の方をとりまく現

状を整理すると、次のようになります。 

 

１ 生きがいのある充実した生活の支援 

 

（１）就労支援 

 

就労については、仕事をしている高齢者の方は17.5％（※１）となっています。（図表8） 

※１「シルバー人材センターの仕事をしている」5.2％と「シルバー人材センター以外の仕事についている」

12.3％の合計。 

 

仕事をしているか、仕事をする意思のある方に、今後、どのような形で働きたいか尋ね

たところ、自分の知識や技能をいかす仕事であれば働いても良いと考える方が 53.1％

（※２）となっています。（図表 9） 

※２「自分の知識や技能をいかして、収入の多い仕事をしたい」15.7％と「自分の知識や技能をいかした仕

事ができれば、収入は少なくてもよい」34.6％と｢自分の知識や技能をいかした活動ができれば、収入

はなくてもよい｣2.8％の合計。 

 

図表 8 現在収入のある仕事の有無（全体） 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

図表 9 今後の働きについての考え（全体） 

＜仕事をしているか仕事をする意思がある方＞ 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

5.2 12.3 4.0 8.5 40.0 13.2 16.7全体（N=843）

(％)

仕事をしたいが、からだの具合が悪いので働いていない

シルバー人材センター

の仕事をしている 仕事をする意思がないので、働いていない その他

シルバー人材センター

以外の仕事についている

無回答

仕事をしたいが、仕事がないので働いていない

15.7 34.6 16.1

2.8 2.8 3.1

24.8全体（n=254）

(％)

地域に貢献できる仕事ができれば、

収入は少なくてもよい
自分の知識や技能をいかして、

収入の多い仕事をしたい
地域に貢献できる仕事ができれば、

収入はなくてもよい

その他

自分の知識や技能をいかした仕事が

できれば、収入は少なくてもよい 無回答

自分の知識や技能をいかした活動が

できれば、収入はなくてもよい
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（２）介護予防 

 

介護予防において重要な主なリスクについてまとめると、次のとおりです。（図表１０） 

＜運動機能低下リスク＞ 

全体の9.5％で、性・年代別では、男女とも年代が上がると、リスク者の割合が高くなり、

男女とも８５歳以上で３割を超えています。日常生活圏域別では、大きな差は見られません。 

＜転倒リスク＞ 

全体の25.3％で、性・年代別では、男女とも年代が上がると、リスク者の割合が高くな

り、男女とも８５歳以上で4割を超えています。日常生活圏域別では、大きな差は見られま

せん。 

＜閉じこもりリスク＞ 

全体の 9.9％で、性・年代別では、男女共に８５歳以上で 2割を超えています。日常生

活圏域別では、南東圏域が他の圏域に比べリスク者の割合がやや高くなっています。 

＜認知機能低下リスク＞ 

全体の 41.2％で、性・年代別では、女性の８５歳以上で 6割、男性の８５歳以上で 5

割台となっています。日常生活圏域別では、北東圏域がほかの圏域に比べリスク者の割合

がやや高くなっています。 

＜うつ傾向リスク＞ 

全体の 40.7％で、性・年代別では、男女共に８５歳以上のリスク者の割合が高く、８５

歳以上の男女のおよそ半数を占めています。日常生活圏域別では、南東圏域がほかの圏域

に比べリスク者の割合が高くなっています。 

 

図表１０ 「リスクあり」の方（全体、性・年代別、日常生活圏域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

(％)
運
動
機
能
低
下

リ
ス
ク
あ
り

転
倒

リ
ス
ク
あ
り

閉
じ
こ
も
り

リ
ス
ク
あ
り

認
知
機
能
低
下

リ
ス
ク
あ
り

う
つ
傾
向

リ
ス
ク
あ
り

（N=843） 9.5 25.3 9.9 41.2 40.7

男性-65～74歳 （n=197） 2.5 20.8 5.1 30.5 33.0

男性-75～84歳 （n=119） 7.6 27.7 11.8 36.1 38.7

男性-85歳以上 （n= 39） 35.9 43.6 23.1 56.4 48.7

女性-65～74歳 （n=256） 2.7 21.5 9.0 43.8 44.9

女性-75～84歳 （n=168） 15.5 26.2 8.9 46.4 41.1

女性-85歳以上 （n= 53） 35.8 45.3 24.5 60.4 49.1

北西圏域 （n=125） 9.6 25.6 8.8 42.4 40.0

北東圏域 （n=217） 8.3 27.2 10.6 48.8 39.2

南西圏域 （n=234） 12.0 25.2 6.8 40.2 38.5

南東圏域 （n=223） 9.4 28.7 14.3 39.5 46.2

性
・
年
代
別

日
常
生
活

圏
域
別

全　　　体
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２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

 

（１）在宅生活の支援 

 

在宅介護を受けている方は、要支援１から要介護１が７割を占め、要介護度は比較的軽

度です。認知症高齢者の日常生活自立度は、自立とⅠが半数近くとなっていますが、在宅

介護が難しくなるⅡｂが 15.5％、Ⅲが 18.4％おり、認知症の進行が懸念されます。 

（P２０１ 図表７） 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によれば、今後、暮らす場所として検討している住

まいは、「現在の自宅に住みたい」が約 7割となっています。（図表 1１） 

ケアマネジャー調査では、定期巡回・随時対応型訪問介護看護が利用しにくいと感じら

れ、夜間対応型訪問介護と短期入所生活介護も併せて、不足を感じています。（図表 1２） 

図表１１ 今後検討したい住まい（全体） 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

図表１２ 量的に不足と感じるサービス（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ケアマネジャー調査 

40.0
38.5

36.9
36.9

27.7
26.2

23.1
21.5

18.5
15.4
15.4

10.8
7.7

6.2
4.6
4.6

3.1
3.1
3.1
3.1
3.1

1.5
1.5

0.0
0.0
0.0
0.0

9.2

0 10 20 30 40 50

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
短期入所生活介護
介護老人福祉施設
短期入所療養介護

通所リハビリテーション
介護老人保健施設

訪問リハビリテーション
認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

介護療養型医療施設
総合事業訪問型サービス
小規模多機能型居宅介護
総合事業通所型サービス

看護小規模多機能型居宅介護
訪問看護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
訪問介護

居宅療養管理指導
特定施設入居者生活介護
認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
通所介護

特定福祉用具販売
訪問入浴介護

地域密着型通所介護
福祉用具貸与

住宅改修・介護予防住宅改修
無回答

（％）

(N=65)

69.9

2.5

4.5

1.2

6.3

3.1 1.4

11.2全体(N=843)

現在の自宅に住みたい 家族（息子娘夫婦など）

の家に住みたい

特別養護老人ホームに住みたい

サービス付き高齢者向け住宅に住みたい

無回答
(％)

有料老人ホーム

に住みたい

すぐに入居できる施設等に

移りたい

グループホームに住みたい
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（２）介護者の支援 

 

主な介護者の方は、「子」64.0％、「配偶者」24.7％となっています。（図表１３） 

主な介護者の方の性別は、女性66.1％、男性32.2％で、年代別では５０～６０代が30％

台ずつとなっています。勤務形態は、就労している方が 30.1％、就労していない方が

41.4％で、全体として５０代以上の方が多く、フルタイム勤務の主な介護者の方には、男

性も多くみられています。（図表１３） 

就労している方のうち、介護のため仕事を調整している方は 61.0％です。（図表１３）

就労継続の可否については「続けていくのは、かなり難しい」は 5.9％、「続けていくのは、

やや難しい」は 8.1％、「問題はあるが、何とか続けている」は 50.7％であり、不安定な

状況で介護する方が多いことが考えられます。（P２０８ 図表１４） 

不安に感じる介護については、「問題はあるが、何とか続けている」方は「認知症状への

対応」（43.3％）に最も不安を感じており、次いで「外出の付き添い、送迎等」（35.8％）

となっています。「続けていくのは、やや難しい」、「続けていくのは、かなり難しい」と感

じている方は、「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」（42.1％）に最も不安を感じており、

次いで「認知症状への対応」（36.8％）となっています。（P２０８ 図表１５） 

 

図表１３ 主な介護者の方 

（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

（性別） 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

配偶者

24.7％

子

64.0％

子の配偶者

6.3％

孫

0.0％

兄弟・姉妹

2.1％
その他

2.9％
無回答

0.0％

（n=239）

32.2 66.1

1.7

全体(n=239)

男性 女性 無回答

（％）
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（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

 

 

（主な介護者の方の勤務形態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

フルタイムで

働いている

16.6％

パートタイムで

働いている

13.5％

働いていない

41.4％

主な介護者に確認

しないとわからない

2.7％

無回答

25.9％

(N=452)

0.0 

0.0 

1.3 

8.4 

31.8 

30.5 

12.1 

14.2 

0.8 

0.8 

0 10 20 30 40

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

(％)

(n=239)
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（就労状況別 主な介護者の方の年齢） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

 

（就労状況別 主な介護者の方の性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

（働いている主な介護者の方が、介護のために調整していること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

4.5 

2.3 

0.0 

9.1 

9.1 

7.0 

59.1 

45.5 

14.8 

18.2 

34.1 

37.4 

6.8 

6.8 

18.3 

2.3 

2.3 

22.6 

フルタイム勤務(n=44)

パートタイム勤務(n=44)

働いていない(n=115)

40歳未満

40代

50代

70代

(％)

60代 80歳以上

43.5 

11.4 

33.9 

56.5 

88.6 

66.1 

フルタイム勤務(n=46)

パートタイム勤務(n=44)

働いていない(n=115)

男性 女性

(％)

39.7

30.1

14.0

13.2

3.7

3.7

5.1

0 10 20 30 40 50

※２＝介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら働いている

※３＝介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら働いている

※４＝介護のために、「在宅勤務」を利用しながら働いている

(％)

（n＝136）

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、

遅出・早帰・中抜け等）」しながら働いている

介護のために、２～４※以外の調整をしながら働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら

働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら働いている

主な介護者に確認しないとわからない

無回答
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図表１４ 主な介護者の方の就労継続の可否に係る意識 

 

 

 

 

 

 資料：在宅介護実態調査 

図表１５ 就労継続見込み別 介護者の方が不安に感じる介護 

（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

16.9 50.7 8.1 5.9 10.3 8.1全体（n=136）

問題なく

続けていける

問題はあるが、

何とか続けていける

続けていくのは、

やや難しい

続けていくのは、

かなり難しい

わからない
無回答

(％)

13.0 

8.7 

0.0 

8.7 

0.0 

0.0 

13.0 

8.7 

0.0 

21.7 

8.7 

13.0 

13.0 

4.3 

13.0 

26.1 

4.3 

7.5 

11.9 

1.5 

16.4 

3.0 

3.0 

13.4 

35.8 

3.0 

43.3 

4.5 

19.4 

20.9 

19.4 

11.9 

1.5 

1.5 

21.1 

26.3 

0.0 

26.3 

21.1 

10.5 

10.5 

21.1 

5.3 

36.8 

0.0 

31.6 

21.1 

42.1 

5.3 

0.0 

0.0 

0 20 40 60

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない
問題なく、続けていける（n=23)

問題はあるが、何とか続けていける（n=67)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=19)

(％)
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（３）認知症の方への支援 

 

認知症への関心は「とても関心がある」と「関心がある」を合わせると９割近くが関心

をもっています。 

また、認知症への備えについては、「医療や介護について、家族や周りの人に伝える」が、

前回の 39.3％から 46.2％と大幅に上昇しています。（図表１６） 

 

図表１６ 認知症に備えて準備したいこと（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

【参考】第６期小金井市介護保険･高齢者保健福祉総合事業計画策定に向けた調査（高齢者一般調査） 

（平成２６年度）より「認知症に備えたいこと」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.2

29.1

22.3

22.2

17.9

2.7

11.0

12.2

0 10 20 30 40 50

医療や介護について、希望を家族や周りの人に伝える

信頼できるかかりつけの医師を見つける

自分に代わって意思決定してくれる人を決める

自分の財産をどう処分するかを決める

医療や介護について、希望を書き記す

その他

わからない

特にない

（％）

（N＝843）

39.3

23.6

20.5

17.3

15.8

4.5

25.9

6.5

0 20 40 60

医療や介護について、希望を

家族や周りの人に伝える

信頼できるかかりつけの医師を見つける

自分に代わって意思決定してくれる人を決める

自分の遺産をどう処分するかを決める

医療や介護について、希望を書き記す

その他

特にない

無回答

（N=1,077）

(％)
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（４）医療と介護の連携 

 

要介護度別訪問診療の利用割合は、介護度が上がるにつれて高くなっています。 

訪問診療を利用している方は、訪問系サービスの利用が 66.7％、通所系サービスの利用

が 27.8％で、訪問診療を利用していない方は、訪問系サービスの利用が 36.4％、通所系

サービスの利用が 68.2％となっています。（図表１７、１８、１９） 

 

図表１７ 要介護度別 訪問診療の利用割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

 

図表１８ 訪問診療の利用の有無別 サービスの利用の有無（訪問系、要介護３以上） 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

 

図表１９ 訪問診療の利用の有無別 サービスの利用の有無（通所系、要介護３以上） 

 

 

 

 

資料：在宅介護実態調査 

 

7.0 

7.8 

18.0 

30.9 

30.0 

42.9 

69.2 

93.0 

92.2 

82.0 

69.1 

70.0 

57.1 

30.8 

要支援１(n=129)

要支援２(n=103)

要介護１(n=100)

要介護２(n= 55)

要介護３(n= 20)

要介護４(n=  7)

要介護５(n= 13)

（％）

利用している 利用していない

66.7

36.4

33.3

63.6

利用している(n=18)

利用していない(n=22)

(％)

訪問系利用あり 訪問系利用なし

27.8

68.2

72.2

31.8

利用している(n=18)

利用していない(n=22)

(％)

通所系利用あり 通所系利用なし
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（５）住まいに関する支援 

 

住まいについては、今後も現在の自宅に住み続けたい方が 59.9％に上っています（介護

予防・日常生活圏域ニーズ調査では 69.9％）。（図表２０） 

在宅生活を続けるための条件は、在宅でも緊急時に対応してくれる医師が必要（47.5％）

との回答が最も多く、そのほか、住まいの困りごと、費用負担への対応等が求められてい

ます。（図表２１） 

 

図表２０ 検討している住まいがあるか（全体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：介護保険サービス利用意向調査 

図表２１ 在宅生活を続けるための条件（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険サービス利用意向調査 

現在の自宅に

住みたい

59.9％

家族（息子娘夫婦

など）の家に住み

たい3.8％

特別養護老人

ホームに住みたい

8.8％

グループホームに

住みたい

0.6％

サービス付き高齢

者向け住宅に住

みたい3.5％

有料老人ホーム

に住みたい

4.7％

すぐに入居できる

施設等に移りたい

1.8％

無回答

16.8％

(N=339)

47.5

42.8

34.5

34.5

32.4

28.6

21.8

2.7

21.5

0 10 20 30 40 50

自宅に定期的に訪問したり、緊急時にも対応してくれる医師がいること

食事の用意など調理や配食などのサービスがあること

見守りやゴミ出しなどの生活支援サービスがあること

介護にかかる費用負担を軽減できるような仕組みがあること

24時間いつでも訪問したり、介護してくれるサービスがあること

自宅の近くで長時間介護が受けられ、必要に

応じて宿泊することができるサービスがあること

介護に適した住宅に改修できること

その他

無回答

(％)

(N=339)
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３ 地域で支え合う仕組みづくり 

 

（１）地域づくり活動 

 

地域づくり活動に参加したい方は 67.３％、企画・運営で参加したい方は 41.7％と高く

なっています。（図表２２） 

参加意向については北東圏域で高く、企画運営意向については南西圏域で高くなってい

ます。南東圏域は、参加意向、企画運営意向共に低い割合となっています。（図表２３） 

 

図表２２ 地域づくりを進める活動に参加者または企画・運営者として参加したいかどうか（全体） 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

図表２３ 地域づくりを進める活動に参加者または企画・運営者として参加したいかどうか（圏域別） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

12.9 

4.2 

54.4 

37.5 

30.6

56.3

2.0

2.0

参加者として(N=843)

企画・運営として(N=843)

(％)
是非参加したい 無回答参加してもよい 参加したくない

【参加者として】 (％)

是
非
参
加

し
た
い

参
加
し
て
も

よ
い

参
加
し
た
い

（

再
掲
）

(N=843) 12.9 54.4 67.3 30.6 2.0

北西圏域 (n=125) 17.6 49.6 67.2 31.2 1.6

北東圏域 (n=217) 12.0 64.5 76.5 22.1 1.4

南西圏域 (n=234) 15.4 54.3 69.7 29.1 1.3

南東圏域 (n=223) 8.5 49.3 57.8 39.0 3.1

【企画･運営者として】 (％)

是
非
参
加

し
た
い

参
加
し
て
も

よ
い

参
加
し
た
い

（

再
掲
）

(N=843) 4.2 37.5 41.7 56.3 2.0

北西圏域 (n=125) 6.4 36.8 43.2 56.0 0.8

北東圏域 (n=217) 3.7 35.0 38.7 59.9 1.4

南西圏域 (n=234) 4.3 43.2 47.5 51.3 1.3

南東圏域 (n=223) 2.7 35.0 37.7 58.7 3.6

日
常
生
活

圏
域
別

全　　　体

全　　　体

日
常
生
活

圏
域
別

参加したい

参加したい

参
加
し
た
く

な
い

無
回
答

参
加
し
た
く

な
い

無
回
答
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（２）社会参加と居場所づくり 

 

地域・サークル活動への参加率は、ボランティア17.0％、スポーツ31.1％、趣味36.7％、

学習・教養サークル 19.5％となっています。圏域別にみると、活動頻度の平均は、比較的

北西圏域が高く、南東圏域では低い割合となっています。 

また、地域のなかで利用したい居場所として最も多いのは、「日中の好きな時間に気兼ね

なく集まれる居場所」（37.7％）であり、次いで「健康づくりやレクリエーションなどの

プログラムが用意してある居場所」（28.8％）、「住んでいる地域に関係なく、市内の好き

なところに顔を出せる居場所」（25.7％）の順となっています。（図表２４、２５） 

 

図表２４ 利用したい居場所（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

図表２５ 利用したい居場所（圏域別：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

37.7

28.8

25.7

14.0

12.2

9.8

9.1

2.0

18.5

12.0
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日中の好きな時間に気兼ねなく集まれる居場所
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住んでいる地域に関係なく、市内の好きなところに顔を出せる居場所

本、パソコンや将棋用具等の娯楽用具が置いてある居場所

決まった曜日や時間に集まれる居場所

町会・自治会単位で集まれる居場所

世代間の交流ができる居場所

その他
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(N=843)

（％）

(％)
町
会
・
自
治
会
単
位
で
集
ま

れ
る
居
場
所

住
ん
で
い
る
地
域
に
関
係
な

く
、

市
内
の
好
き
な
と
こ
ろ

に
顔
を
出
せ
る
居
場
所

決
ま
っ

た
曜
日
や
時
間
に
集

ま
れ
る
居
場
所

日
中
の
好
き
な
時
間
に
気
兼

ね
な
く
集
ま
れ
る
居
場
所

健
康
づ
く
り
や
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ

ン
等
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
が

用
意
し
て
あ
る
居
場
所

本
、

パ
ソ
コ
ン
や
将
棋
用
具

等
の
娯
楽
用
具
が
置
い
て
あ

る
居
場
所

世
代
間
の
交
流
が
で
き
る
居

場
所

そ
の
他

居
場
所
は
特
に
必
要
な
い

無
回
答

(N=843) 9.8 25.7 12.2 37.7 28.8 14.0 9.1 2.0 18.5 12.0

北西圏域 (n=125) 12.0 30.4 15.2 41.6 28.8 11.2 5.6 5.6 19.2 7.2

北東圏域 (n=217) 7.4 26.3 14.7 43.3 29.0 18.4 10.6 0.9 16.6 10.1

南西圏域 (n=234) 14.5 26.1 10.7 37.2 32.5 14.1 9.4 2.1 14.5 14.1

南東圏域 (n=223) 7.2 21.1 10.8 31.8 27.4 11.2 9.4 0.9 24.2 11.7
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活

圏
域
別

全　　　体
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（３）高齢者の見守り支援 

 

ひとり暮らし世帯の割合は、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では 18.5％、在宅介護

実態調査では 38.1％、介護保険サービス利用意向調査では 29.2％となっています。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、介護保険サービス利用者意向調査では、ひとり暮

らしになった場合に利用したい見守り支援は、配食サービスや民生委員等の声掛けによる

安否確認や緊急通報システムの利用希望が高くなっています。（図表２６、２７） 

 

図表２６ 利用したい見守り支援（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

図表２７ 利用したい見守り支援（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険サービス利用意向調査 

36.9

34.5

32.7

27.4

23.6

11.4

7.1

4.0

14.7

0 10 20 30 40

定期的に配食サービスを提供することで、

配達業者が安否確認をしてくれる

緊急通報システム(ペンダント型発信器等)の貸出や

日常的に使う家電等に緊急通報装置を設置してくれる

民生委員やボランティア等が定期的に自宅を訪れ、声かけをしてくれる

定期的に電話をし、安否確認をしてくれる

定期的に携帯電話かパソコンにメールが送信され、返信をする

定期的に牛乳配達をすることで、配達業者が安否確認をしてくれる

定期的に理容助成券の給付を受けるために

市役所に出向くことで、市職員が安否確認をする

その他

無回答

（％）

（N＝843）

42.5

33.0

29.8

24.2

11.2

9.1

4.1

9.1

19.2

0 10 20 30 40 50

民生委員やボランティア等が定期的に自宅を訪れ、声かけをしてくれる

緊急通報システム(ペンダント型発信器等)の貸出や、

日常的に使う家電等に緊急通報装置を設置してくれる

定期的に配食サービスを提供することで、

配達業者が安否確認をしてくれる

定期的に電話をし、安否確認をしてくれる

定期的に牛乳配達をすることで、配達業者が安否確認をしてくれる

定期的に携帯電話かパソコンにメールが送信され、返信をする

定期的に理容助成券の給付を受けるために、

市役所に出向くことで、市職員が安否確認をする

その他

無回答 (N=339)

（％）
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４ 介護保険事業の推進 

 

（１）地域包括支援センター機能の充実 

 

地域包括支援センターのことを知らないと回答した方が 47.9％となっています。（図表

２８） 

地域包括支援センターに期待することについては、困難事例の相談が 70.8％と最も多く、

次いで多職種協働・連携による包括的・継続的ケアマネジメント支援 40.0％、高齢者の虐

待防止・権利擁護 36.9％の順となっています。（図表２９）  

 

図表２８ 地域包括支援センターを知っているか（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 

図表２９ 地域包括支援センターに期待すること（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ケアマネジャー調査 

知っている

49.0％知らない

47.9％

無回答

3.1％

(N=843)

70.8

40.0

36.9

29.2

29.2

24.6

23.1

20.0

20.0

18.5

4.6

6.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

困難事例の相談

多職種協働・連携による包括的・継続的ケアマネジメント支援

高齢者の虐待防止・権利擁護

市役所などへの要望事項の取りまとめや仲介

ケアマネジャーに対する個別指導・相談

介護予防ケアマネジメント（要支援者の介護予防ケアプラン）を通じた介護予防

地域支援事業を通じた介護予防

地域包括支援センター内の担当区域におけるケアマネジャーのネットワークづくり

要援護高齢者の実態把握と対応

フォーマルサービスとインフォーマルケアの調整

その他

無回答

（％）

(N=65)
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（２）人材育成 

 

事業所におけるケアマネジャー数は、１事業所当たり 3.44 人で、平均在職年数は５年

から６年となっています。離職した方の割合は 13.9％で、離職理由としては、人間関係、

働きがい等の理由が多くなっています。 

コンプライアンスを前提とした信頼形成のためには、「人材育成」に力を入れたいと考え

る事業所が多くなっています。（図表３０） 

 

図表３０ 信頼を得るために大切なこと（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険サービス提供事業者調査 

 

65.5

65.5

48.3

44.8

43.1

36.2

34.5

32.8

32.8

24.1

19.0

17.2

5.2

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70

人材育成（研修・学習会）

利用者への対応

サービス内容の充実

人材確保

経営理念・ビジョンの確立

情報収集及び提供方法

個人情報保護

組織体制

マニュアルや手引書の整備

就業環境整備（人件費・福利厚生等）

他機関（他事業所等）との連携

老朽化した施設の改善

その他

無回答

（％）

(N=58)
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第３節 日常生活圏域の特徴と地域課題 
 

４つの日常生活圏域ごとの特徴と地域課題は、次のとおりです。 

 

◆北東圏域（きた） 

＜特徴＞ 

 高齢化率は、19.9％で、４圏域中 2番目に低く、介護予防リスクは、認知機能低下リ

スクが４圏域中 1 番高くなっています。 

 地域活動に参加したい割合は、76.5％で、企画・運営に参加したい割合は、38.7％と

なっています。 

 日常生活圏域における社会資源について、他の圏域に比べて平均的な数になっていま

す。 

＜地域課題＞ 

 地域活動に参加したい方が多く、地域の通いの場づくり等、地域の社会資源も活用し

た人との交流が課題となっています。 
 

◆南西圏域（みなみ） 

＜特徴＞ 

 高齢化率は、23.0％で、４圏域中 1番高く、介護予防リスクは、運動器の機能低下リ

スクのある方が４圏域中 1 番高くなっています。 

 地域活動に参加したい割合は、69.7％で、企画・運営に参加したい割合は、47.5％と

なっています。 

 小金井さくら体操（以下「さくら体操」という。）の 1回当たりの平均参加者数は、４

圏域中 1 番低くなっています。 

＜地域課題＞ 

 生活支援体制の整備と企画運営の場づくりが課題となっています。また、坂の多い地

域で、安心して暮らせるための生活や移動のサポートも課題となっています。 
 

◆南東圏域（ひがし） 

＜特徴＞ 

 高齢化率は、21.5％で、市の平均に近い割合となっています。閉じこもり・うつリス

クのある方が４圏域中１番高くなっています。 

 地域活動に参加したい割合は、57.8％で、企画・運営に参加したい割合は、37.7％と、

いずれも４圏域中１番低くなっています。 

 医療や介護サービスが、他の圏域に比べて集積しています。 

 さくら体操の会場数、１回当たりの平均参加者数が、４圏域中１番多くなっています。 

＜地域課題＞ 

 より一層、さくら体操への参加を促し、閉じこもり防止と心身のフレッシュ等を図り、

多様な主体が連携し、高齢者の方が主役になる地域づくりを進めていくことが必要と

なっています。 
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◆北西圏域（にし） 

＜特徴＞ 

 高齢化率は、19.3％で、４圏域中１番低くなっています。介護予防リスクは、市の平

均に近い割合となっています。 

 地域活動に参加したい割合は、67.2％で、企画・運営に参加したい割合は、43.2％と

なっています。 

 大学等の教育・研究機関が集まっていますが、介護に関する資源は、４圏域中１番少

なくなっています。 

＜地域課題＞ 

 高齢者の方が担い手となり、生き生きと活動していくための講座や研修、他世代の方

との交流等、教育機関等とも連携したまちづくり活動を検討することが必要となって

います。 

図表３１ 日常生活圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口・高齢化率資料：市住民基本台帳（外国人登録含む）（平成２９年１０月１日現在） 

北東圏域（きた） 
（梶野町、関野町、緑町、本町２・３丁目、桜町１・３丁目） 
 

総人口 35,778 人 

0～39 歳 16,288 人 

40～64 歳 12,357 人 

65 歳以上 7,133 人 

高齢化率 19.9% 

 
 

 

北東圏域 

南東圏域 

南東圏域（ひがし） 
（東町、中町、本町１丁目） 
 
総人口 32,301 人 

0～39 歳 14,372 人 

40～64 歳 10,994 人 

65 歳以上 6,935 人 

高齢化率 21.5% 

 

北西圏域（にし） 
（本町４・５丁目、桜町２丁目、貫井北町） 
 

総人口 22,016 人 

0～39 歳 10,153 人 

40～64 歳 7,622 人 

65 歳以上 4,241 人 

高齢化率 19.3% 

 

 

北西圏域 

南西圏域（みなみ） 
（前原町、本町６丁目、貫井南町） 
 
総人口 29,889 人 

0～39 歳 12,524 人 

40～64 歳 10,499 人 

65 歳以上 6,866 人 

高齢化率 23.0% 

 

 

南西圏域 

＜６５歳以上人口の推移＞ ＜６５歳以上人口の推移＞ 
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図表３２ 日常生活圏域における社会資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市全体
北東圏域

（きた）
南東圏域
（ひがし）

南西圏域
（みなみ）

北西圏域
（にし）

出典

梶野町、関野町、
緑町、本町２丁目、
本町３丁目、桜町
１丁目、桜町３丁目

東町、中町、本町
１丁目

前原町、本町６丁
目、貫井南町

本町４丁目、本町５
丁目、桜町２丁目、
貫井北町

小金井きた
地域包括支援
センター

小金井ひがし
地域包括支援
センター

小金井みなみ
地域包括支援
センター

小金井にし
地域包括支援
センター

（桜町1-9-5） （中町2-15-25） （前原町5-3-24） （貫井北町2-5-5）

訪問系サービス
(か所）

訪問介護、訪問入浴介護、訪
問看護、訪問リハビリテーショ
ン、定期巡回・随時対応型訪
問介護看護、夜間対応型訪
問介護

39 8 16 10 5 ※１

通所系サービス
(か所）

通所介護、通所リハビリテー
ション、短期入所生活介護、
認知症対応型通所介護、小
規模多機能型居宅介護、看
護小規模多機能型居宅介
護、地域密着型通所介護

46 13 14 11 8 ※１

生活環境整備系
サービス(か所）

福祉用具貸与、特定福祉用
具販売

2 0 2 0 0 ※１

計画作成系サー
ビス(か所）

居宅介護支援、介護予防支
援

39 9 10 13 7 ※１

居住系サービス
(か所）

特別養護老人ホーム、老人
保健施設、介護療養型、特定
施設、認知症対応型共同生
活介護

20 6 6 4 4 ※１

病院 4 1 2 1 0 ※２
診療所 75 22 24 12 17 ※２
薬局 47 16 16 4 11 ※２
歯科 65 15 20 11 19 ※２

45 9 16 8 12 ※１
さくら体操の参加人数（人／１回平均） 83 22 29 15 17 ※３

77 20 22 24 11 ※１
209 73 48 51 37 ※１
196 57 57 45 37 ※１
20 4 7 5 4 ※１
47 17 7 9 14 ※１
3 1 1 1 0 ※４

19 6 5 3 5 ※４
14 2 4 4 4 ※４
7 2 3 1 1 ※４
4 0 0 2 2 ※４

25 6 6 7 6 ※４
※１　市介護福祉課(平成２９年９月末日集計数値）
※２　小金井市わたしの便利帳(平成２７年度版）
※３　市介護福祉課（平成２９年３月末日集計数値）
※４　シニアのための地域とつながる応援ブック（平成２９年度版）

集会施設（か所）

さくら体操の会場数（か所）

緊急通報システムの利用者数（人）
配食サービスの利用者数（人）
ひと声牛乳の利用者数（人）
入浴券の利用者数（人）
理容券の利用者数（人）
ラジオ体操（か所）
サロン（か所）
カフェ（か所）
交流の場（か所）
介護予防（か所）

地域包括支援センター - -

医療機関数
(か所）
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第４節 市の介護保険の現状から（事業計画の実績） 
 

国の地域包括ケア「見える化」システムから、市のこれまでの事業計画の実績の分析な

らびに他自治体との比較を行い、市の介護保険事業の状況を整理します。 

 

１ 被保険者数、認定者数等について 

 

第６期事業計画期間中において第１号被保険者数、要介護認定者数、要介護認定率は増

加傾向となっています。 

平成２８年度の総給付費は 6,360,206,703 円で、第１号被保険者１人当たり給付費は

251,640 円でした。（図表３３） 

 

図表３３ 被保険者、要介護認定者の実績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成２８年度のみ速報値） 

※「要介護認定率」は「要介護認定者数」を「第1号被保険者数」で除して算出 

※「第1号被保険者1人当たり給付費」は「総給付費」を「第1号被保険者数」で除して算出 

 

 

 

 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

第１号被保険者数 （人） 22,966 23,708 24,335 24,794 25,275

要介護認定者数 （人） 4,435 4,601 4,828 4,954 5,086

要介護認定率 （％） 19.3 19.4 19.8 20.0 20.1

総給付費 （円） 5,555,920,761 5,832,941,597 6,132,674,239 6,260,839,736 6,360,206,703

施設サービス （円） 1,858,582,300 1,876,409,390 1,925,052,917 1,891,361,568 1,889,483,302

居住系サービス （円） 893,323,314 948,482,612 986,329,092 1,067,429,637 1,122,921,270

在宅サービス （円） 2,804,015,147 3,008,049,595 3,221,292,230 3,302,048,531 3,347,802,131

第1号被保険者1人当たり給付費 （円） 241,919 246,033 252,010 252,514 251,640

実績値

第５期 第６期
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２ サービス利用人数・１人当たり回数・給付費等について 

 

サービスの利用人数をみると、平成２８年度の施設サービスの利用人数は 7,242 人、居

住系サービスの利用人数は 6,148 人となっています。 

在宅サービスについてみると、介護予防支援・居宅介護支援が 33,932 人と最も多く、

次いで福祉用具貸与 18,367 人、訪問介護 15,551 人、通所介護 12,304 人が続いてい

ます。（図表３４） 

1 人当たりの回数については、要介護では訪問介護が 19.3 回と最も多く、次いで訪問

リハビリテーション 11.3 回、認知症対応型通所介護 10.0 回となっています。要支援で

は訪問リハビリテーションが 9.1 回と最も多くなっています。（P２２２ 図表３５） 

サービス別の給付費については、施設サービスが 1,889,483,302 円、居住系サービス

が 1,122,921,270 円、在宅サービスが 3,347,802,131 円となっています。（P２２２ 

図表３６） 
 

図表３４ 施設サービス・居住系サービス・在宅サービス利用人数の実績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（平成２４年度～平成２７年度）、 

   「介護保険事業状況報告」年報速報値（平成２８年度） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

施設サービス 小計 （人） 6,843 7,003 7,176 7,116 7,242

介護老人福祉施設 （人） 3,811 3,994 4,181 4,168 4,327

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （人） 0 0 13 12 12

介護老人保健施設 （人） 2,461 2,468 2,460 2,392 2,416

介護療養型医療施設 （人） 571 541 522 544 487

居住系サービス 小計 （人） 4,582 4,916 5,121 5,679 6,148

特定施設入居者生活介護 （人） 4,103 4,451 4,612 5,002 5,477

地域密着型特定施設入居者生活介護 （人） 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 （人） 479 465 509 677 671

在宅サービス 小計 （人） 89,263 96,540 102,375 108,119 111,352

訪問介護 （人） 15,276 16,241 16,824 16,672 15,551

訪問入浴介護 （人） 1,003 980 895 958 917

訪問看護 （人） 3,374 3,904 3,974 4,652 4,982

訪問リハビリテーション （人） 918 1,013 1,118 1,092 1,348

居宅療養管理指導 （人） 5,076 5,893 6,910 8,215 9,626

通所介護 （人） 11,782 12,933 14,263 15,943 12,304

地域密着型通所介護 （人） - - - - 4,640

通所リハビリテーション （人） 4,065 4,551 4,996 4,788 4,816

短期入所生活介護 （人） 1,681 1,723 1,657 1,614 1,595

短期入所療養介護（老健） （人） 693 675 670 704 697

短期入所療養介護（病院等） （人） 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 （人） 13,938 15,134 15,985 17,263 18,367

特定福祉用具販売 （人） 498 482 532 469 445

住宅改修 （人） 416 400 434 423 405

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人） 26 128 107 109 116

夜間対応型訪問介護 （人） 257 288 292 231 121

認知症対応型通所介護 （人） 1,764 1,619 1,580 1,351 1,318

小規模多機能型居宅介護 （人） 69 98 99 88 172

看護小規模多機能型居宅介護 （人） 0 0 0 0 0

介護予防支援・居宅介護支援 （人） 28,427 30,478 32,039 33,547 33,932

第５期 第６期
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図表３５ 在宅サービス１人当たり回数の実績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（平成２４年度～平成２７年度）、 

   「介護保険事業状況報告」年報速報値（平成２８年度） 

 

図表３６ 施設サービス・居住系サービス・在宅サービス給付費の実績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市介護福祉課 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

訪問介護 要介護 （回） 17.8 17.8 18.5 18.8 19.3

訪問入浴介護 要支援 （回） - - - 6.0 －

要介護 （回） 4.8 4.7 5.0 4.7 4.9

訪問看護 要支援 （回） 3.6 4.1 4.9 5.8 5.7

要介護 （回） 5.9 6.1 6.5 7.0 7.5

訪問リハビリテーション 要支援 （回） 8.6 8.8 8.6 9.5 9.1

要介護 （回） 9.6 9.9 11.1 12.2 11.3

通所介護 要介護 （回） 8.5 8.7 9.0 9.2 8.8

地域密着型通所介護 要介護 （回） - - - - 9.3

通所リハビリテーション 要介護 （回） 7.0 7.1 7.1 7.0 6.8

短期入所生活介護 要支援 （日） 4.7 4.7 3.8 6.4 5.0

要介護 （日） 7.9 7.9 8.1 8.2 8.5

短期入所療養介護（老健） 要支援 （日） 1.8 3.6 4.8 6.3 5.1

要介護 （日） 7.4 7.3 7.5 8.0 8.7

短期入所療養介護（病院等） 要支援 （日） - - - - －

要介護 （日） - - - - －

認知症対応型通所介護 要支援 （回） - - - 3.0 －

要介護 （回） 9.3 9.4 9.7 10.2 10.0

第５期 第６期

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

施設サービス 小計 （円） 1,858,582,300 1,876,409,390 1,925,052,917 1,891,361,568 1,889,483,302

介護老人福祉施設 （円） 995,619,313 1,034,647,298 1,079,877,204 1,056,421,766 1,072,797,847

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （円） 0 0 2,913,590 2,851,112 2,836,147

介護老人保健施設 （円） 651,579,251 651,904,050 652,710,168 631,738,443 643,231,186

介護療養型医療施設 （円） 211,383,736 189,858,042 189,551,955 200,350,247 170,618,122

居住系サービス 小計 （円） 893,323,314 948,482,612 986,329,092 1,067,429,637 1,122,921,270

特定施設入居者生活介護 （円） 770,279,387 828,484,328 859,163,481 897,284,312 952,915,028

地域密着型特定施設入居者生活介護 （円） 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 （円） 123,043,927 119,998,284 127,165,611 170,145,325 170,006,242

在宅サービス 小計 （円） 2,804,015,147 3,008,049,595 3,221,292,230 3,302,048,531 3,347,802,131

訪問介護 （円） 683,127,307 714,869,672 759,684,305 740,530,150 704,931,661

訪問入浴介護 （円） 58,885,400 56,180,837 55,413,277 56,577,240 54,890,823

訪問看護 （円） 123,249,610 140,803,273 147,545,162 177,412,691 195,302,454

訪問リハビリテーション （円） 25,784,170 29,252,749 36,001,206 38,271,837 44,476,954

居宅療養管理指導 （円） 65,553,570 78,639,813 95,405,227 113,238,882 130,960,924

通所介護 （円） 699,219,821 769,845,313 851,455,348 909,636,999 594,571,182

地域密着型通所介護 （円） - - - - 351,300,848

通所リハビリテーション （円） 231,824,783 258,097,211 279,996,029 257,105,617 252,856,331

短期入所生活介護 （円） 111,329,574 116,537,327 114,429,631 112,925,520 112,775,425

短期入所療養介護（老健） （円） 49,775,098 48,973,925 50,298,734 54,272,722 58,664,616

短期入所療養介護（病院等） （円） 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 （円） 190,028,178 206,866,976 217,788,711 224,855,356 229,237,708

特定福祉用具販売 （円） 13,123,057 13,031,823 15,018,028 14,024,385 13,435,389

住宅改修 （円） 43,020,380 37,244,351 40,075,687 38,482,826 35,534,013

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （円） 3,803,444 18,813,337 16,434,027 19,673,871 22,594,227

夜間対応型訪問介護 （円） 4,995,862 7,139,163 6,740,189 4,173,234 2,401,615

認知症対応型通所介護 （円） 187,849,173 175,175,093 178,285,934 165,009,821 153,712,363

小規模多機能型居宅介護 （円） 15,367,516 17,580,989 18,797,389 13,605,850 26,022,556

看護小規模多機能型居宅介護 （円） 0 0 0 0 0

介護予防支援・居宅介護支援 （円） 297,078,204 318,997,743 337,923,346 362,251,530 364,133,042

第５期 第６期
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３ 第 1 号被保険者 1 人当たりの在宅サービス・施設および居住系サー

ビス給付月額の分析（他自治体との比較） 

 

平成２７年の第 1号被保険者 1 人当たり給付月額をみると、市は、全国、東京都と比較

し、在宅サービス、施設および居住系サービス共に給付が少なくなっています。東京都の

市部においては、在宅サービスは平均的な水準に位置し、施設および居住系サービスにお

いては低くなっています。（図表３７） 

 

図表３７ 第 1 号被保険者 1 人当たり給付月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（平成２７年） 
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施設および居住系サービス調整給付月額(円)

全国 東京都 小金井市 その他

調整済み第1号被保険者1人当たり給付月額（在宅サービス・施設および居住系サービス）

○全国（施設：9,429円 在宅：10,584円）

○東京都（施設：9,203円 在宅：10,377円）

○小金井市（施設：8,836円 在宅：9,480円）
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第５節 第６期事業計画の評価から 

 
ここでは、第６期事業計画の４つの基本施策について評価します。 

 

１ 「健康づくり・生きがいづくり」について 

 
（１）高齢者の就労・社会参加の支援 

 

敬老会やひとりぐらし高齢者交流会、高齢者いきいき活動講座の開催等により、交流の

場の確保と推進を図りました。 

また、シルバー人材センターに対する補助金の交付のほか、シルバー人材センターが実

施する事業の市報掲載、活動場所の提供を行うとともに、就労を希望する高齢者の方に対

して、シルバー人材センターの案内を行いました。 

高齢者の方にとって、いきいきとした心身状態をできる限り維持できることが重要であ

り、そのためには、趣味や生きがいを持てるような社会参加の場が必要です。 

また、自分の知識や技能をいかす仕事へのニーズがあることから、個人の特性に合わせ

た就労の施策の検討が必要です。 

 

（２）健康づくり・介護予防の推進 

 

市では、平成２８年１０月から介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」と

いう。）を開始しました。 

デイサービス認定サブスタッフとして新たな担い手となる元気高齢者の養成を一定行う

とともに、さくら体操自主グループの活動やグループのリーダーを育成する介護予防ボラ

ンティア養成講座等を含め、今後も地域での自主的な活動の新規参加者の増加をめざして

います。より多くの方に住民主体の活動の担い手となっていただくような取り組みを進め

ていくことが必要です。 

また、要介護度が軽度の方が多く、現在の健康状態は比較的良好であるため、引き続き、

介護予防や重度化防止に向けた施策の展開が必要です。 
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２ 「地域で暮らし続ける仕組みづくり」について 

 

（１）在宅生活支援の充実 

 

市や地域包括支援センターにおいて、家族介護者の方の相談に随時対応したほか、家族

介護教室や家族介護継続支援、やすらぎ支援（認知症高齢者家族支援）、特別短期生活介護

により、家族介護者の方の支援を行いました。 

また、高齢者住宅の管理・運営、情報提供のほか、認知症対応型共同生活介護施設の開

設、特別養護老人ホームの開設に向けての支援を行いました。 

多くの方が在宅生活の継続を希望していることを踏まえ、引き続き、重度化防止、認知症

施策の推進、在宅で暮らし続ける仕組みづくりが必要です。 

特に、地域密着型サービスの定期巡回型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護は、サ

ービス利用の計画値を下回っており、今後、活用を図っていく必要があります。 

 

（２）認知症施策の推進 

 

認知症地域支援推進員と連携し、認知症についての相談

の対応を行ったほか、認知症への理解を広めるための認知

症講演会や認知症サポーター養成講座およびフォローア

ップ講座を実施しました。 

また、もの忘れ相談シートの活用および活用事例につい

て検討する認知症連携会議の実施、認知症初期集中支援事

業の実施、さらに、認知症への理解を広め、関係機関との

連携促進を図って認知症ケアパス（認知症安心ガイドブッ

ク）を作成しました。 

今後も、市民の方の認知症への理解促進、関係機関との

連携推進や、認知症の方と家族の方の支援を進める必要があります。 

 

（３）在宅医療と介護の連携の推進 

 

医療と介護の連携について、在宅医療・介護連携推進会議を年３回実施し、検討を重ね

ました。 
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また、医療・介護等関係者の方を対象に相談対応や研修等を実施する在宅医療・介護連

携支援室を開設しました。地域の医療資源を把握し、まとめた医療資源マップを作成し、

市民の方および関係者の方に配布したほか、在宅医療についての普及啓発のため、講演会

の開催やパンフレットの発行をしました。 

介護度の高い方でも、訪問診療を活用することで在宅生活を継続できる可能性があり、

在宅生活の継続に当たっては、費用負担の軽減よりも、緊急時に対応してくれる医師が必

要とされています。より一層の医療と介護の連携、介護多職種の連携、また、在宅医療に

関する市民啓発を進める必要があります。 

 

（４）地域支援体制の充実 

 

地域包括ケアシステムの構築を見据え、地域包括支援セ

ンターの機能向上を図りました。 

地域ケア会議では、各日常生活圏域の課題を共有し、自

助、互助、共助、公助※の方策を検討しました。また、市お

よび地域包括支援センターに生活支援コーディネーターを

配置し、生活支援協議体（以下「協議体」という。）の設置

を行ったほか、地域資源情報をまとめた冊子（シニアのた

めの地域とつながる応援ブック）を発行しました。 

地域包括支援センターには、引き続き、困難事例の相談

や多職種協働・連携による包括的・継続的ケアマネジメン

トの支援、生活支援体制の整備、地域ケア会議での地域課題への対応とコーディネートが

期待されています。 

 

※「自助」は「自分のことを自分でする」ことに加え、市場サービスの購入も含む。 

 「互助」は相互の支え合いで、費用負担が制度的に裏付けられていない自発的なもの。 

 「共助」は介護保険等リスクを共有する仲間（被保険者）の負担。 

 「公助」は税による公の負担。 

 

資料：「地域包括ケアシステムの構築における 【今後の検討のための論点整理】 －概要版－」 

（平成２５年 3 月 地域包括ケア研究会） 
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３ 「地域で支え合う仕組みづくり」について 

 

（１）地域支え合い活動の充実 

 

介護予防ボランティアを養成し、介護予防体操に取り組む地域の自主グループの立ち上

げを行い、地域リハビリテーション活動支援事業の一環として、小金井さくら体操自主グ

ループへのリハビリテーション専門職の巡回支援を実施しました。また、生活支援コーデ

ィネーターを中心に介護予防につながる市民活動団体を掘り起こし、新たな居場所づくり

を支援しました。 

介護予防の観点から、参加意向の高い市民の方を巻き込む仕組みが必要です。そのため

にも、介護予防・生活支援・地域づくりが一体となり、本人へのアプローチによる介護予

防と支え合いを軸にした住民主体の活動が連動した地域づくりの取り組みへと発展させて

いくことが重要です。 

 

（２）高齢者の見守り支援の充実 

 

７５歳、８０歳の対象者の方を訪問して、見守りが必要な方を把握し、近隣関係者の方

とともに見守り支援のネットワーク体制を構築したほか、民間事業者と協定を締結し、民

間事業者の協力による見守り体制を構築しました。 

ひとり暮らし世帯は、３割程度となっており、安否確認や緊急通報システムのニーズが

あるなか、システムによる見守りに加え、ご近所の温かい付き合いや見守り等、ソフト面

においても力を入れる必要があります。 

また、サービス拒否等の理由でサービスが届かない方を発見する仕組みや、優先的に情

報を伝えて支援する仕組み等が必要です。 

 

（３）権利擁護の充実 

 

認知症高齢者の方や虐待を受けている高齢者の方に対し、権利擁護センターを紹介する

とともに、迅速な保護・支援を行えるよう、地域包括支援センター、権利擁護センター、

病院、保健所、関係機関や民間団体等と連携を図りました。 

引き続き、消費者被害や高齢者虐待等の問題を未然に防ぎ対応する仕組みや、優先的に

情報を伝えて支援する仕組み等が必要です。 
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（４）避難行動要支援者支援の充実 

 

関係各課による情報提供を受け、避難行動要支援者名簿を一定整備しました。 

また、市内福祉施設と福祉避難所の協定を締結し、避難行動要支援者の方に対する支援

体制の拡充を図りました。 

今後も、福祉避難所の協定締結をさらに進め、避難行動要支援者名簿の普及啓発を図る

必要があります。 

そのほか、災害時の被害をより少なくするための対策として、引き続き、家具転倒防止

器具等の取付を推進していく必要があります。 

 

４ 「介護保険事業の推進」について 

 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期事業計画においては、在宅の介護・予防

施策共に新たな基盤整備が行われたことや、総合事業の開始等、新たな取り組みが行われ

た期間であり、また、認知症施策や在宅医療・介護の連携等の取り組みにおいても転換期

にあったといえます。 

今後、より良い介護保険制度を運営していくためには、市民の方への情報提供による周

知と併せて、給付の適正化についても充実する必要があります。また、市全体のまちづく

りと併せて、高齢者の方の介護予防・生活支援を進めるための地域ケア会議や協議体の充

実、ケアの質を高めるための介護人材の確保やケアマネジメントの支援等に取り組む必要

があります。 
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第６節 まとめ 
 

市の高齢者人口は増加しており、前期高齢者の方は平成３２年以降に減少するものの、

後期高齢者の方は増え続け、平成３７年には高齢化率が 24.1％になると推計されています。 

後期高齢者の方の増加に伴って、要介護・要支援認定者数も増加する傾向にありますが、

市では東京都と比べて要支援１、要介護１の方の構成比率が高く、要介護度が比較的軽度

の方が多いことが特徴となっています。 

 

市内には、元気な高齢者の方が多く、自分の知識や技能をいかして働くことや、地域・

サークル活動や健康づくり活動への参加の意欲も高くなっています。 

しかしながら、年代が上がるとともに、運動機能や転倒、閉じこもり、認知機能、うつ

傾向等のリスクが高まり、特に８５歳以上の方では、リスク者の割合が高くなる傾向があ

ります。 

このため、高齢者の方が心身の健康をできる限り維持し、趣味や生きがいを持って、い

きいきと社会参加できるよう、生きがいのある充実した生活の支援が必要です。 

 

また、高齢者の方の多くは、在宅での生活を続けたいと希望しています。在宅生活を続け

る上において、「自宅に定期的に訪問したり、緊急時にも対応してくれる医師がいること」

へのニーズが高くなっています。市は、これまでも地域包括ケアシステムの構築に向けて、

様々な取り組みを行ってきましたが、住み慣れたまちに住み続けたい方が、可能な限り住み

続けることを支援するため、地域包括ケアシステムの深化・推進が必要となっています。 

また、現在、在宅介護を受けている状況において、主な介護者の方は子どもや配偶者の

方が多く、就労している介護者の方も少なくありません。就労している介護者の方は、介

護のために仕事を調整しており、不安定な状況で介護をする方が多く、介護者の方が不安

に感じる点として、認知症状への対応等が挙げられます。 

引き続き、医療と介護の連携や地域支援体制等、在宅で暮らし続けるための仕組みの充

実、認知症施策の推進、家族介護者の方への支援等、地域で自立して暮らし続ける仕組み

づくりが必要です。 

 

市では、これまでに民間事業者とも協定を締結する等、見守り支援の体制・ネットワー

クを構築してきました。高齢者の方がひとり暮らしになった場合に備えて、安否確認や万

一に備えた緊急通報のニーズは高く、引き続き、見守り支援の体制の充実を図る必要があ

ります。 
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高齢者の方の生活支援に関わることは、元気な高齢者の方の介護予防や生きがいにもつ

ながることから、自らが住民主体の活動の担い手となり、支援の必要な高齢者の方を支え

る側にまわっていただくような仕組みの充実を図る必要があります。 

今後は、住民主体の活動の担い手となる人材の育成に加えて、実際に活動していただく

場の提供等に取り組み、地域の支え合いの輪の拡充を図ることが必要です。 

 

市の介護保険の給付の現状をみると、東京都と比較し、在宅サービス、施設および居住

系サービス共に給付が少なくなっています。しかし、第１号被保険者数、要介護認定者数、

要介護認定率は増加傾向にあり、サービスの利用人数や、１人当たりの利用回数、給付費

等が年々伸びる傾向にあります。 

このため、自立支援・介護予防・重度化防止の取り組みの推進、介護人材の確保、介護

保険制度の健全な運営に向けた給付の適正化を進めていくことが必要です。介護保険制度

に対する市民の方の理解を深めると同時に、サービスの選択に役立つ情報提供等、介護保

険事業の推進が必要です。 

 

以上のことから、第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画では、基本目標として

「１ 生きがいのある充実した生活の支援」、「２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづ

くり」、「３ 地域の支え合いの輪の拡充」、「４ 介護保険事業の推進」を掲げ、施策を展

開していくこととします。 

 

 
・ 元気な高齢者の方が多いが、年代が上がる

とともに運動機能等のリスクが高まる 

・ 高齢者の方の多くは在宅での生活を希望

しており、地域包括ケアシステムの深化・

推進が必要 

・ 就労する家族介護者の方も少なくない 

・ 安否確認や緊急通報のニーズが高く、見守

り支援の充実が必要 

・ 住民主体の活動について、担い手の育成、

活動の場の提供等が必要 

・ 介護保険の利用者数や利用回数、給付費は

伸びる傾向にある 

・ 健全な運営に向けた給付の適正化、市民の

方の制度理解を深めることが必要 

基本目標 

１ 生きがいのある充実した生活の支援 

基本目標 

２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

基本目標 

３ 地域の支え合いの輪の拡充 

基本目標 

４ 介護保険事業の推進 



                                 第３章 計画の理念と視点 

- 231 - 

第３章 計画の理念と視点 
 

第１節 計画の理念 
 

１ 人間性の尊重（個人の尊厳） 

 

高齢者の方が生涯にわたり、社会を支える一員として、個人の尊厳が守られ人間性が尊

重されるような社会をつくります。また、個人が大切にしてきた生活を継続し、また、自

己実現に向けて活躍できるよう、本人の自己決定を尊重する仕組みを確立します。 

 

２ 自立の確保（自立に向けた総合的支援） 

 

高齢者の方一人ひとりの心身の状態に応じて生活の質が確保された状態を維持していく

ために、自らの生活を自ら支える「自助」を支える取り組みを支援します。 

また、高齢者の方が自分の意思に基づき、その能力に応じて、可能な限り地域で自立し

た生活を営むことができるよう、生活支援や医療介護、予防等の包括的な支援の仕組みを

充実します。 

 

３ 支え合う地域社会づくり 

 

市民、自治会・町会、ボランティアグループ、ＮＰＯ、医療関係者、介護事業者、その

ほか民間企業、行政等が連携し、地域の資源とネットワークをいかして、豊かな超高齢社

会に向けて、支え合う地域社会づくりを進めます。 
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第２節 計画の視点 
 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 

国は、高齢者の方の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れ

た地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な

支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進しています。 

市では、４つの日常生活圏域を設定し、地域包括支援センターを中心として、日常生活

圏域ごとの相談支援体制を整えるとともに、市独自の介護予防体操「さくら体操」の普及、

居宅・施設サービスや地域密着型サービスの拡充、大学・医師会等とも連携した認知症や

在宅医療に関する多職種連携を早期から進める等、地域包括ケアシステムの礎を築いてき

ました。 

第７期事業計画では、団塊の世代が７５歳以上となる平成３７（２０２５）年をしっか

りと見据え、介護を取り巻く新たな社会問題も踏まえながら、さらなる在宅支援の充実と、

介護予防・重度化防止、地域で自立して暮らし続け、支え合う仕組みづくりに取り組みま

す。 

 

２ 介護保険制度の健全な運営 

 

市の介護保険は、都内自治体でも標準的な位置にあり、これまでの制度改正等に沿って、

適正な運営を続けてきました。今後は、後期高齢者の方が増加していくなか、介護保険サ

ービスの需要が大きくなります。そのほか、ひとり暮らしの方や高齢者の方のみの世帯が

増加することで、これまで以上に生活支援に関するサービスの需要も高まります。 

また、利用者負担割合の負担増や総報酬割等、介護保険制度に関する法改正もあるなか、

今後も介護保険制度を巡る環境が刻々と変化することが予想されることから、社会連帯と

しての介護保険制度に対する理解を深め、制度の健全な運営を進めるとともに、ケアマネ

ジメントの質の向上や給付の適正化を進め、サービスを必要とする方に必要なサービスが

提供されるような提供体制の確保と制度運営をめざします。 
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図表３８ 市地域包括ケアシステムの取り組み 

 

 

 

 

 

 

地域ケア会議の充実 

地域ケア会議（介護保険運営協議会）、小地域ケア会議（4圏域ごと）、 

個別地域ケア会議（事例ごとに必要時） 

地域のコミュニティ 

地域包括支援センター 市 

 

在宅医療と介護連携の推進  
第1層協議体 

第2層協議体 

生活支援コーディネーターによる 

マッチング、ネットワークづくり、地域活動支援 

ファシリテーター連絡会 

民生委員との町別協議会 

地域懇親会 

応援ブックの作成 

情報交換会 

 

生活支援体制整備事業の推進 

在宅医療・介護連携推進会議 

在宅医療・介護連携支援室 

在宅医療・介護関係者向けの研修 

在宅医療に関する市民向け講演会 

医療資源マップ 

在宅医療・介護に関するリーフレット 

 
認知症地域支援推進員 

認知症初期集中支援事業 

認知症高齢者やすらぎ支援事業 

小金井もの忘れ相談シート 

認知症ケアパス 

認知症サポーター養成講座 

およびフォローアップ講座 

認知症講演会 

認知症連携会議（医師会） 

認知症チェックサイトシステム 

認知症施策事業推進委員会 

行方不明高齢者等情報共有サイト 

（東京都） 

 

認知症施策の推進 

 
サブスタッフ養成事業 

認定ヘルパー養成講座 

地域包括支援センターの機能強化 

ケアマネジメントの質の向上 

ケアプラン指導事業 

介護支援ボランティアポイント事業 

地域リハビリテーション活動支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業 

の推進 

家族介護教室 

家族介護継続支援事業 

家族介護者への支援の充実 

健康づくりの推進 

小金井さくら体操自主グループ 

介護予防ボランティア養成講座 

高齢者学級  等 

権利擁護センターとの連携協力体制の強化 

福祉オンブズマン制度の周知 

市民後見人の育成 

高齢者虐待の対策  等 

権利擁護事業の推進 

介護保険サービスの利用支援 

サービスの質の向上 

低所得者への配慮 

給付の適正化事業 

利用者および介護者の支援 

介護保険事業の推進 

緊急通報システム・火災安全システム 

徘徊高齢者探索サービス 

ひと声訪問（牛乳の配達） 

友愛活動員の訪問 

やすらぎ支援（認知症高齢者家族支援） 

高齢者地域福祉ネットワーク（民生委員による地域の見守り） 

高齢者の見守り支援の充実 
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第４章 施策の展開 
 

第１節 高齢者保健福祉施策の体系 
 
 

 

 【基本目標】 【基本施策】 【基本理念】 

 

支
え
合
う
地
域
社
会
づ
く
り 

自
立
の
確
保
（
自
立
に
向
け
た
総
合
的
支
援
） 

 

人
間
性
の
尊
重
（
個
人
の
尊
厳
） 

 
 

 
 

 
 

 

 

２ 地域で自立して暮らし 

続ける仕組みづくり 

 

１ 生きがいのある 

充実した生活の支援 

（１）高齢者の就労・社会参加支援 

（２）健康づくり・介護予防の推進 

（１）在宅生活支援の充実 

（２）認知症施策の推進 

（３）在宅医療と介護の連携の推進 

（４）生活支援体制整備の推進 



                                    第４章 施策の展開 

- 235 - 

 

 

 

【個別事業・取り組み】 【施策】 

【個別事業・取り組み名の定義】 

・充実：第７期事業計画でさらに質を向上していく事業 

・推進：第７期事業計画でさらに質と量を向上していく事業 

・実施：第７期事業計画で新しく始める事業 

・検討：第７期事業計画で事業の検討を始めるもの 

・継続：第６期事業計画から引き続き現状維持で続けていく事業 

 

※ ☆は地域の通いの場づくりに資する事業 

★は新規に開始する事業 

地域課題解決方法の協議（地域ケア会議）の充実／生活支援コーディネータ
ーによるマッチングやネットワークづくりの充実／地域で活動する担い手育
成の推進／☆生活支援体制整備に係る地域活動支援の充実 

②生涯学習・生涯スポーツの推進 

③交流の場の確保と推進 

①健康づくりの推進 

②介護予防・重度化防止の推進 

①地域に密着したサービスの基盤整備 

②介護保険外サービスの充実 

③相談支援の充実 

④安心できる住まい・住まい方の支援 

⑤家族介護者への支援の充実 

①認知症施策の推進と理解の醸成 

②認知症のケア・医療の充実 

③認知症の方と家族を支える地域づくり 

①在宅医療をサポートする体制づくり 

②在宅医療・介護連携のための情報共有 

③在宅医療のための市民啓発 

①生活支援体制整備事業の推進 

市内大学等との連携による活動支援の検討／健康・スポーツ活動の支援の充
実 ※他計画再掲／文化学習事業の充実 

敬老行事等の継続／おとしより入浴事業の継続／高齢者いきいき活動事
業の推進／☆老人クラブ（悠友クラブ）活動支援と高齢者いこいの部屋
利用の推進／☆高齢者（いきいき）農園の継続 ※他計画再掲／☆★ひ
とりぐらし高齢者会食会・交流会の実施 

☆さくら体操の推進／健康相談・指導の充実 ※他計画再掲／健康診査等の
充実 ※他計画再掲／感染症の予防の推進／高齢者のこころのケアの充実／
歯と口腔の健康の充実 ※他計画再掲 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進／介護予防ケアマネジメントの推進
／☆住民主体の活動の推進 

介護保険サービスの利用支援の充実／地域密着型サービスの推進 

高齢者保健福祉サービスの充実（配食サービス、おむつサービス、寝具乾燥
等）／高齢者等の移動・移送手段の確保の継続 ※他計画再掲 

地域包括支援センターの機能の充実 

住宅改修相談事業の推進／高齢者自立支援住宅改修給付事業の推進／家具転
倒防止器具等取付の推進／高齢者住宅の適正な管理・運営の継続 ※他計画
再掲／公営住宅の情報提供体制整備の継続／高齢者の新たな住まいと住まい
方の検討／特別養護老人ホーム整備の検討 

介護者の負担軽減の推進／☆家族介護継続支援事業の充実 ※本計画再掲 

認知症の理解促進の充実／認知症施策事業推進委員会の充実 

認知症サポーター養成講座の充実／認知症地域支援推進員連絡会の充実／☆
★地域の居場所づくり（認知症カフェ等）の実施／やすらぎ支援（認知症高齢
者家族支援活動）の充実／☆家族介護継続支援事業の充実 

認知症の相談・支援体制の充実／認知症連携会議の充実／認知症初期集中支
援事業の充実 

在宅医療・介護連携支援室の充実／在宅医療・介護連携推進会議の充実 

在宅医療資源マップの充実／在宅医療・介護多職種連携の研修会の充実 
在宅医療リーフレットの充実／在宅医療に関する市民啓発（市民向け講演
会）の充実 

☆シルバー人材センターへの支援の推進／「こがねい仕事ネット」における
就労支援の充実 

①高齢者の就労支援 

在宅医療資源マップの充実／在宅医療・介護多職種連携の研修会の充実 



Ⅳ 第 7 期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画                                              

- 236 - 

 

 

 

 

 

３ 地域の支え合いの輪の

拡充 

（１）地域づくり・支え合い活動の 
推進 

（２）高齢者の見守り支援の充実 

（３）権利擁護の推進 

【基本目標】 【基本施策】 【基本理念】 

 

支
え
合
う
地
域
社
会
づ
く
り 

自
立
の
確
保
（
自
立
に
向
け
た
総
合
的
支
援
） 

 

人
間
性
の
尊
重
（
個
人
の
尊
厳
） 
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①地域づくりの推進 

②ボランティア活動支援 

①行政による見守り支援 

②地域のネットワーク 

日常生活圏域別地域づくりの推進／地域課題解決方法の協議（地域ケア会
議）の充実 ※本計画再掲／☆★地域の居場所づくり（カフェ、サロン等）
の実施 

☆さくら体操の推進 ※本計画一部再掲／ボランティアセンターでの活動支援
の継続 ※他計画再掲／☆介護支援ボランティアポイント事業の推進 

緊急通報システム・火災安全システム機器の貸与の推進／高齢者地域福祉ネ
ットワーク事業の充実 ※他計画再掲／高齢者見守り支援事業の推進／避難
行動要支援者支援体制の充実 ※他計画再掲 

事業者との連携による見守りの推進／☆住民主体の活動の推進 ※本計画再
掲／見守り支援の協力体制の検討 

①権利擁護事業の推進 

②高齢者虐待防止の推進 

消費者被害の防止の推進／福祉サービス苦情調整委員制度の継続 ※他計画
再掲／権利擁護センター利用の推進 ※他計画再掲 

高齢者虐待防止の推進 

【個別事業・取り組み】 【施策】 

【個別事業・取り組み名の定義】 

・充実：第７期事業計画でさらに質を向上していく事業 

・推進：第７期事業計画でさらに質と量を向上していく事業 

・実施：第７期事業計画で新しく始める事業 

・検討：第７期事業計画で事業の検討を始めるもの 

・継続：第６期事業計画から引き続き現状維持で続けていく事業 

 

※ ☆は地域の通いの場づくりに資する事業 

★は新規に開始する事業 
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第２節 施策展開 
 

基本目標１ 生きがいのある充実した生活の支援 

 

高齢者の方が生きがいを持ち、それまで培った技能や技術を発揮する等、担い手の側に

まわり活躍ができる健康長寿の社会づくりをめざします。 

また、心身機能が低下したり、生活習慣病、要介護状態にならないよう介護予防、重度

化防止のための事業を展開します。 

 

基本施策（１） 高齢者の就労・社会参加支援 

 

高齢者の方自らが生きがいを持って生活できるように、市民活動団体、大学等からの協

力を得て、働く機会や生涯学習への参加促進等、就労や社会参加の場と機会を提供します。 

 

① 高齢者の就労支援 

関係機関と連携し、就労を望む高齢者の方の適性と能力に応じた就労を支援します。ま

た、市の仕組みを活用した就労支援を促します。 

事業名 内容 担当課 

１☆ 

シルバー人材センター

への支援の推進 

高齢者の方の就業の場を提供するシルバー人材セ

ンターに対し継続的に補助金の交付を行うほか、加

入者の方の促進や就業率の向上をめざし、事業内容

の広報支援を行います。 

＜目標＞ 

就業率 90%以上 

介護福祉課 

２ 

「こがねい仕事ネット」

における就労支援の充実 

市が運営する就労支援サイト「こがねい仕事ネッ

ト」において、就労等に関する情報提供やセミナー

等の情報提供を積極的に行い、高齢者の方を含めた

就労支援を行います。 

経済課 
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② 生涯学習・生涯スポーツの推進 

高齢者の方の価値観・ライフスタイルの多様化や高い学習意欲、健康・体力づくりへの

指向に対応し、自由に生涯学習・生涯スポーツを行える機会を提供します。 

事業名 内容 担当課 

３ 

市内大学等との連携に

よる活動支援の検討 

東京学芸大学・東京農工大学等の連携校とともに

高齢者の方のニーズに対応した講座・セミナー、プ

ロジェクトを企画・実施します。 

介護福祉課 

４ 

健康・スポーツ活動の

支援の充実 

※他計画再掲 

シニアスポーツフェスティバル等、高齢者の方の

健康の維持・増進を図るとともに体力づくりを通し

て明るく充実した日常生活が送れるように努めま

す。 

生涯学習課 

５ 

文化学習事業の充実 

各公民館において高齢者学級や各種講座を実施す

るとともに、自主グループの支援を行います。 
公民館 

 

③ 交流の場の確保と推進 

高齢者の方が、地域コミュニティのなかで活躍や交流ができる機会を増やし、他世代の

方とともに、交流・活動できる場と機会を提供します。 

 

 

 

事業名 内容 担当課 

6 

敬老行事等の継続 

高齢者の方の長寿をお祝いするとともに、楽しい

ひと時を過ごせるよう、高齢者の方（シルバー人材

センター）自らの企画による敬老会等を引き続き実

施します。 

介護福祉課 

７ 

おとしより入浴事業の

継続 

高齢者の方の憩いの場を提供することを目的とし

て浴場組合と協力し、世代を越えた交流の場となる

よう、６５歳以上の高齢者の方と小学生以下の児童

を対象に無料入浴デーを実施します。また、広報を

充実する等の取り組みを行い、事業の啓発に努め、

利用の促進を図ります。 

介護福祉課 

８ 

高齢者いきいき活動 

事業の推進 

高齢者いきいき活動推進員が中心となり、趣味、

体操等、健康増進活動、各種講座、そのほかの高齢

者生きがい活動を実施します。また、いきいき活動

講座については、促進に向けて、広報等の充実を図

ります。 

＜目標＞ 

高齢者いきいき活動講座参加率 100% 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

9☆ 

老人クラブ（悠友クラ

ブ）活動支援と高齢者い

こいの部屋利用の推進 

高齢者の方の生活を健全で豊かなものにし、高齢

者の方の福祉の増進に資することを目的として補助

金を交付し、健康づくりに係る活動を支援します。

また、市内の老人クラブ（悠友クラブ）や高齢者グ

ループ等の定期的な地域活動や、健康増進を目的と

する活動のための会場として「高齢者いこいの部屋」

の支援も行います。 

＜目標＞ 

高齢者いこいの部屋稼働率 65%以上 

介護福祉課 

１０☆ 

高齢者（いきいき）農

園の継続 

※他計画再掲 

農地所有者の方の協力を得て、６０歳以上で耕作

地を持たない高齢者の方に対し、高齢者（いきいき）

農園事業を継続しながら、野菜や草花等の栽培・収

穫を通じて高齢者の方の健康促進と仲間づくりを図

ります。 

経済課 

１１☆新規 

ひとりぐらし高齢者 

会食会・交流会の実施 

６５歳以上ひとり暮らし等の高齢者の方に対し、

会食を通じた交流会を実施します。 

＜目標＞ 

実施数 ４か所 

介護福祉課 
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基本施策（２） 健康づくり・介護予防の推進 

 

高齢者の方が、健やかで質の高い生活を維持し、健康寿命を延ばしていくことができる

よう、疾病予防と早期発見も含めた多様な健康づくり事業を推進します。 

また、介護予防ケアマネジメントのもと、総合事業を充実させていきます。さらに、地

域の実状に応じた住民主体の集いの場づくりを推進します。 

 

① 健康づくりの推進 

市のご当地介護予防体操「さくら体操」を通じた地域での健康づくり支援を推進します。

また、加齢による身体機能や生活機能の低下を抑え、疾病の予防と早期発見および健康づ

くりのため、各種健康相談の充実を図ります。健康診査の活用や、かかりつけ医との連携

等により、高齢者の方の健康生活づくりを図ります。 

事業名 内容 担当課 

１２☆ 

さくら体操の推進 

６５歳以上の高齢者の方を対象に介護予防と健康

増進を目的としたさくら体操の自主グループを市内

で活性化させるため、様々な啓発イベントや体操の

会場に市内のリハビリテーション専門職が巡回する

ことで周知を図ります。定期的に体操を行う会場数

や参加者数を増やすことをめざします。また、市内

在学・在勤で講座修了後、週１回程度活動できる方

を対象に、介護予防の基礎知識を広く習得し、さく

ら体操の自主グループで活動するボランティア（介

護予防リーダー）を養成する講座を年１回実施しま

す。 

＜目標＞ 

さくら体操の会場数・参加者数 前年度 5%増 

介護予防リーダー養成 年１０人以上 

介護福祉課 

１３ 

健康相談・指導の充実 

※他計画再掲 

健康保持・増進と疾病予防のために健康や栄養、

歯と口腔に関する相談を実施するほか、医科や歯科

に関する講演会、健康づくり推進のための高齢者の

方を対象とした健康教室を開催し、健康相談および

指導の充実を図ります。 

健康課 

１４ 

健康診査等の充実 

※他計画再掲 

高齢者の方の健診の活用やかかりつけ医との連携

等により、特定健診受診率の向上や、疾病・ねたき

り等へつながる、生活習慣病の早期発見に努めます。

また、特定健康診査および後期高齢者医療健康診査

の受診者の方、４０歳以上の集団健康診査の受診者

の方等を対象に、フォロー健診として検査項目を上

乗せして実施します。 

保険年金課 

健康課 
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事業名 施策内容 担当 

１５ 

感染症の予防の推進 

肺炎やインフルエンザの予防や重症化を防ぎ、高

齢者の方の健康を保持するため予防接種法に基づく

ワクチン接種を推進します。  

健康課 

１６ 

高齢者のこころのケア

の充実 

高齢者の方の心理的状態（うつ等）へのケアに関

して、講演会・研修会等を通じて、支援者の方の意

識を高め、高齢者の方のこころの健康づくりの充実

を図ります。 

自立生活支援課 

１７ 

歯と口腔の健康の充実 

※他計画再掲 

８０歳で２０本以上の歯がある高齢者の方の増加

をめざした「８０２０運動」等を推進し、市民の方

を対象に成人歯科健康診査を実施します。また、か

かりつけ歯科医の紹介をします。 

健康課 

 

② 介護予防・重度化防止の推進 

総合事業について、地域包括支援センターを中心とした介護予防ケアマネジメントのも

とで、訪問・通所型のサービスや、一般介護予防事業、住民主体の活動の推進を図ります。 

事業名 内容 担当課 

１８ 

介護予防・日常生活 

支援総合事業の推進 

■介護予防・生活支援サービスの実施 

 介護予防給付による訪問介護・通所介護に代わり、

住民主体の支援等も含めた訪問型サービス、通所型

サービス、そのほかの生活支援サービスを実施しま

す。訪問型サービスについては、市認定ヘルパー養

成事業にて講座を受講した方が、市基準訪問型サー

ビスを提供する事業所において、サービスの担い手

として参加していただけるよう検討します。通所型

サービスについては、市デイサービス認定サブスタ

ッフ養成事業にて講座を修了した方が、市基準通所

型サービスの担い手として参加していただけるよう、

将来的には人員基準に組み込むことを検討します。

また、地域包括支援センターが要支援者の方等に対

するアセスメントを行い、その状態や置かれている

環境に応じて、本人が自立した生活を送ることがで

きるようなケアプランを作成します。 

■一般介護予防事業 

 住民主体による高齢者の方の通いの場を拡大して

いくような地域づくりを推進します。また、地域に

おいて自立支援に資する取り組みを推進し、要介護

状態になっても、生きがい・役割をもって生活でき

る地域の実現をめざします。 

＜目標＞ 

適切なケアマネジメントの確認 年１回 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

１９ 

介護予防ケアマネジメ

ントの推進 

保険者機能の強化により、要支援者の方等が知識

や能力をいかして社会とのつながりを維持・強化で

きるような介護予防ケアマネジメントを推進しま

す。 

介護福祉課 

２０☆ 

住民主体の活動の推進 

市および各地域包括支援センターに配置されてい

る生活支援コーディネーターが中心となって、介護

予防につながる活動等に取り組むボランティアや市

民団体等、地域人材の発掘・連携に努めます。新た

に活動を始めたい方や団体に向けたマッチング、立

ち上げ支援、組織づくり・拠点づくり支援等により、

各圏域の実情に合った住民主体の取り組みを試行

し、多様なサービスや通いの場づくりにつなげてい

きます。 

＜目標＞ 

住民主体の取り組みの試行 ４圏域 

介護福祉課 

 

図表３９ 介護予防・日常生活支援総合事業の利用の流れ 
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図表４０ 介護予防・日常生活支援総合事業のサービス（平成２９年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●訪問型サービス

市の独自基準による訪問型サービス これまでの国基準相当の訪問型サービス

提供する人

利用できる方 日常生活において、身体的な介助が不要な方 日常生活において、身体的な介助が必要な方

内　容

　自らの機能改善を目的として、ヘルパーとともに日常的
　な家事（掃除や調理）を行うことが中心のサービス
　※自分一人で行うことが難しい生活上の支援を行います。
　※家族のための家事、日常的な家事の範囲を超えること
　　はサービス対象外です。

　自らの機能維持を図るため、日常生活の支援として、身
　体介護を中心としたサービス
　※自分一人で行うことが難しい生活上の支援を行います。
　※家族のための家事、日常的な家事の範囲を超えること
　　はサービス対象外です。

　

提供時間／回 概ね45分～60分程度／回 内容により異なります。

自己負担／月
（目安）

※１割負担の場合
※別途加算がある
　 場合があります。

　○週1回程度の利用　1,200円／月
　○週2回程度の利用　2,399円／月

　○週1回程度の利用　　　　1,291円／月
　○週2回程度の利用　　　　2,581円／月
　○週2回程度を超える利用が必要な場合
　　　　　　　　　　　　  　　　　　4,093円／月

＊利用に際してはケアプランの作成が必要です。

●通所型サービス

市の独自基準による通所型サービス これまでの国基準相当の通所型サービス

提供する事業所

利用できる方 右記のような介助等が不要な方 職員による身体的な介助や常時の見守りが必要な方

内　容

提供時間／回
1時間30分以上3時間未満／回

または3時間以上／回
施設により異なります。

自己負担／月
（目安）

※１割負担の場合
※別途加算がある
　 場合があります。

○週1回程度の利用
　　1時間30分以上3時間未満
　　　　　　　　　　　1,583円／月
　　3時間以上　　1,662円／月
○週2回程度の利用
　　1時間30分以上3時間未満
　　　　　　　　　　　3,246円／月
　　3時間以上　　3,407円／月

　○要支援1 　1,759円／月
　○要支援2 　3,607円／月

＊利用に際してはケアプランの作成が必要です。

訪問介護事業所のヘルパー

通所介護事業所

運動機能向上プログラム等により身体機能の維持、改善を図ります。
※施設により内容は異なります。
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基本目標２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

 

高齢者の方が、住み慣れた地域のなかで、自立して安心した暮らしを続けることができ

るよう、在宅の日常生活を包括的に支援するとともに、認知症高齢者の方等への総合的な

支援、在宅医療と介護との連携等を進め、高齢者の方の日常生活支援と住み良い地域社会

づくりをめざします。 

 

基本施策（１） 在宅生活支援の充実 

 

在宅生活を支援するために、介護保険サービスと併せ、介護保険外サービスの活用や民

間の地域資源の開発を検討していきます。 

また、そのため、地域包括支援センター等の相談支援体制を充実させ、介護保険居宅サ

ービスや地域密着型サービスの充実、介護者支援および住環境の整備を行う等、在宅生活

支援の充実を図ります。 

 

① 地域に密着したサービスの基盤整備 

介護を必要とする高齢者の方が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる

よう、介護保険サービスの利用支援の充実、地域密着型サービスの推進を図ります。 

事業名 内容 担当課 

２１ 

介護保険サービスの 

利用支援の充実 

介護サービスを必要とする方が、必要なサービス

を利用できるよう、本人やその家族の方に対する情

報提供・相談支援を充実します。引き続き、制度改

正に則した介護保険パンフレットの配布や介護サー

ビス利用ガイドブックの作成、ホームページの充実

等を行い、制度の理解を深めるための情報提供に努

めます。また、利用者の方および介護者の方のみな

らず、一般高齢者の方に対しても、介護保険制度を

正しく理解していただくような情報提供に努めると

ともに、地域において高齢者の方やその家族の方に

対する総合的な相談・支援を行う窓口である地域包

括支援センターの周知を図ります。 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

２２ 

地域密着型サービスの

推進 

高齢者の方が住み慣れた地域で安心して暮らし続

けることができるよう利用促進に向け、制度周知等

を行い、介護を必要とする方に適切なサービス提供

が行われるよう努めていきます。 

＜目標＞ 

看護小規模多機能型居宅介護利用者数 １５人 

介護福祉課 

 

② 介護保険外サービスの充実 

介護保険サービスと併せて、在宅生活に関する支援や移送支援に関する介護保険外サー

ビスを充実します。 

事業名 内容 担当課 

２３ 

高齢者保健福祉サービ

スの充実（配食サービ

ス、おむつサービス、

寝具乾燥等） 

市独自で実施している高齢者の方への配食、おむ

つ給付、寝具乾燥等の在宅支援に関するサービスの

充実を図り、必要なサービスの提供に努めます。 

介護福祉課 

２４ 

高齢者等の移動・移送

手段の確保の継続 

※他計画再掲 

CｏＣｏバスを運行し、高齢者の方の通院等の際

の移動を支援します。また、福祉有償運送等の移送

サービスを実施しているＮＰＯ等への支援を行いま

す。 

交通対策課 

自立生活支援課 

 

③ 相談支援の充実 

地域包括支援センターの介護予防ケアマネジメント・包括的支援業務、認知症初期集中

支援等を通して在宅高齢者の方の介護予防・相談支援・地域ケア・認知症高齢者等支援・

医療連携拠点としての機能を充実していきます。 

事業名 内容 担当課 

２５ 

地域包括支援センター

の機能の充実 

４つの圏域に、それぞれ地域包括支援センターを

設置（社会福祉法人等に委託）し、社会福祉士、保

健師または経験のある看護師、主任ケアマネジャー

の３職種等を配置し、次の４つの機能を有します。 

①  多様なネットワークを活用し、地域の高齢者

の方の実態把握や虐待への対応等を含む総合

的な相談支援 

②  要支援の認定者の方を対象とする予防給付

に関する介護予防のケアマネジメントおよび

総合事業に関する介護予防ケアマネジメント 

③  主治医、ケアマネジャー、地域の関係機関と

連携し、包括的・継続的なケアマネジメントが

できるよう支援 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

④  成年後見人制度利用に関すること、高齢者虐

待の防止、消費者被害の防止対応等の権利擁

護、また、生活体制整備事業における生活支援

コーディネーター、および認知症施策における

認知症地域支援推進員を地域包括支援センタ

ー職員が担い、それぞれの事業の運営、実施を

行います。 

市介護福祉課包括支援係は、地域包括支援セ

ンターと連携し、地域の高齢者の方への総合的

な支援を行う役割を担います。様々な問題に対

応すべく、さらなる充実を図るほか、地域包括

支援センターにおける事業の質の自己評価を

実施し、介護保険運営協議会においても点検、

評価を実施します。 

 

図表４１ 地域包括支援センター機能の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○運営方針を明確にし、業務の委託に際してはそれらを具体的に示す。 

○高齢化の進行、相談件数の増加等に伴う業務量の増加およびセンターごとの役割に応じた人員体制を強化する。 

○地域の実情を踏まえ、定期的な事例検討会や職域ごとの連絡を位置付ける等センター間の役割分担・連携を強化し、効率的

かつ効果的な運営をめざす。 

○地域包括支援センター運営協議会による評価、ＰＤＣＡの充実等により、継続的な評価・点検を強化する。 

○地域包括支援センターの取り組みに関する情報公表を行う。 

 

在宅医療・介護連携 

医師会、介護事業所等との連携

により、在宅医療・介護の一体的
な提供体制を構築 

認知症初期集中支援事業 

認知症地域支援推進員 

早期診断・早期対応を含む認知
症施策を推進し、認知症になって
も住み慣れた地域で暮らし続け

られる支援体制づくりを行う 

地域包括支援センター 

包括的支援事業 

介護予防ケアマネジメント 

従来の業務を評価・改善するこ
とにより、地域包括ケアの取り組
みを充実 

市町村  
 

都道府県  
 

介護予防の推進 

地域の通いの場づくりとリハビ
リ専門職の適切な関与により、
高齢者の方が介護予防への意

識を高め、生きがいをもって生
活できるよう支援 

生活支援コーディネーター 

高齢者の方のニーズと住民主体
の通いの場等の地域資源をマッ

チングし、多様な生活支援サービ
スの充実をめざす 

地域ケア会議 

個別事例を地域で支える個別地
域ケア会議や、地域課題を抽出し

解決方法を検討する小地域ケア
会議を通じて、市全体に共通する
課題を見出し施策の提案を行う 

 本人 

家族・介護者 

運営方針の策定・新総合事業の実施・地域ケア会議の実施等 

市町村に対する情報提供、助言、支援、バックアップ等 
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④ 安心できる住まい・住まい方の支援 

高齢者の方が、介護が必要になった時に安心して自宅に住み続けることができるように、

相談体制を整えるとともに、バリアフリー化等の住宅改修等、住まいに関する環境整備を

支援します。 

事業名 内容 担当課 

２６ 

住宅改修相談事業の推進 

高齢者の方の身体機能の低下に伴い、適切な住宅

改修ができるよう、一級建築士等が訪問や面接等に

より、住宅改修の相談・助言を行います。また、介

護支援専門員とも連携を取りながら、介護保険事業

と高齢者自立支援事業の住宅改修に関する助言を

し、適切な改修を支援します。 

＜目標＞ 

住宅改修相談・助言 年７０人以上 

介護福祉課 

２７ 

高齢者自立支援住宅 

改修給付事業の推進 

住宅改修について、介護保険事業と自立支援住宅

改修給付事業の連携を図り、在宅高齢者の方の住宅

環境の整備を支援します。住宅改修の助成制度につ

いて周知拡大の工夫に努め、住宅改修の需要に応じ

るようにします。 

介護福祉課 

２８ 

家具転倒防止器具等 

取付の推進 

６５歳以上のひとり暮らし高齢者の方または高齢

者の方のみの世帯の家屋に、家具転倒防止器具を取

り付け、災害時の防災・減災対策を支援します。 

介護福祉課 

２９ 

高齢者住宅の適正な 

管理・運営の継続 

※他計画再掲 

現在、借り上げを行っている高齢者住宅について、

引き続き適切な管理・運営を行うとともに、借り上

げ期間が満了する高齢者住宅については、入居者の

方が困窮しないように住宅の確保に努めます。 

まちづくり推進課 

３０ 

公営住宅の情報提供 

体制整備の継続 

市内の高齢者住宅や市営住宅の総合的な管理を行

い、市報、ホームページ等で最新の情報を随時提供

します。 

まちづくり推進課 

３１ 

高齢者の新たな住まい

と住まい方の検討 

高齢社会の進展と併せ、ニーズが高まる高齢者の

方の新たな住まいと住まい方について、サービス付

高齢者住宅等も含めて検討を進めます。 

まちづくり推進課 

介護福祉課 

３２ 

特別養護老人ホーム 

整備の検討 

待機者数の推移を見つつ、特別養護老人ホームの

整備を検討します。 
介護福祉課 
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⑤ 家族介護者への支援の充実 

介護の形態も担い手の形態も多様化し、また、介護離職等、介護を取り巻く社会問題が

拡大するなかで、多様な観点からの家族介護者の方の支援を行います。 

特に認知症の方の介護者の方への支援について、家族の方も認知症と向き合う当事者で

あるという視点を踏まえ、精神的側面への支援も含めた重層的な介護者支援を推進します。 

事業名 内容 担当課 

３３ 

介護者の負担軽減の推進 

高齢者の方を介護する家族の方を対象とした相

談、介護教室、交流会、講習会等の機会を通して、

情報の共有化、介護による身体的・精神的負担の軽

減を図ります。また、緊急を要する理由で介護者の

方が介護ができない時に、介護が必要な方を一時的

に施設で介護します。 

介護福祉課 

４３☆ 

家族介護継続支援事業

の充実 

※本計画再掲 

家族介護継続支援事業等を通して、認知症高齢者

の方を介護する家族の方を対象に、交流会や講習会

等の機会を設け、認知症の理解や介護者間での情報

を共有します。また、経験談や情報交換、ストレス

を発散することで、介護による身体的・精神的負担

の軽減を図るためのネットワークづくりをめざしま

す。 

介護福祉課 

 

図表４２ 家族支援のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働き方改革 

 ワーク・ライフ・バランスの
推進や介護休業の利用促
進等、介護離職の防止 

介護教室、講習会 

 支援のポイントの理解促
進、家族介護者の方の身体
的・精神的負担の軽減、「介
護者手帳」の活用 

交流・ネットワーク 
 

 

家族介護者の方同士の交流、情報交
換、ストレスの発散、市内のＮＰＯ法
人との連携等、ネットワークづくり等
を目的とした家族介護継続支援事業 

チームケア 

 認知症初期集中支援事業、
サービス担当者会議、個別
地域ケア会議等 

ショートステイ 
緊急を要する理由で介護者
の方が介護できない時等、
介護が必要な方を施設で一
時的に介護 

地域の支援 
認知症サポーター養成講座、
研修を受けたボランティアの
方が自宅を訪問して話し相手
になるやすらぎ支援等 

相談、情報提供 
認知症の理解促進、本人の
状態に応じたサービスに関
する情報提供、家族介護者
の方の精神的負担の軽減 
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基本施策（２） 認知症施策の推進 

 

「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」の７つの柱に立ち、認知症の方やその

家族の方の視点を重視し、認知症への理解を深め、認知症高齢者の方等にやさしい地域づ

くりを総合的に支援します。 

 

① 認知症施策の推進と理解の醸成 

幅広い世代の市民の方に対し、認知症の理解促進の充実を図ります。また、認知症施策

事業推進委員会において認知症施策の現状や今後の取り組みについて検討し、各種事業等

に反映していきます。 

事業名 内容 担当課 

３４ 

認知症の理解促進の充実 

認知症になっても地域で住み続けるために、本

人・家族の方・地域住民の方の認知症に関する知識・

理解を深めます。幅広い世代の方を対象に認知症サ

ポーター養成講座の充実を図ります。また、認知症

の状態に応じ適切なサービスの流れを明らかにした

「認知症ケアパス」の活用を図ります。そのほか、

認知症講演会を実施し、認知症に関する普及啓発を

実施します。 

＜目標＞ 

認知症サポーター 年６００人増 

認知症講演会 年１回実施 

介護福祉課 

３５ 

認知症施策事業推進 

委員会の充実 

認知症施策についての現状や今後の取り組みにつ

いて検討し、委員会で出された意見を各種事業等に

反映させていきます。 

＜目標＞ 

認知症施策事業推進委員会 年２回実施 

介護福祉課 
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② 認知症のケア・医療の充実 

認知症の相談体制を充実させ、早期診断・早期対応を軸とした医療・介護等の有機的な

連携により、認知症の容態に応じた適時・適切なケアと医療の提供を支援します。また、

認知症初期集中支援事業等、さらなる事業の充実を図ります。 

事業名 内容 担当課 

３６ 

認知症の相談・支援体制

の充実 

認知症の方とその家族の方を支援するため、認知

症に関する相談窓口である地域包括支援センターに

配置されている認知症地域支援推進員等のさらなる

周知を図ります。また、徘徊をする高齢者の方を介

護する家族の方に対し、位置情報が検知できる発信

機を貸与します。 

＜目標＞ 

発信機貸与 ３０件 

介護福祉課 

３７ 

認知症連携会議の充実 

医師会、市、認知症疾患医療センター等で構成。

小金井もの忘れ相談シートや認知症初期集中支援事

業等の活用による医療機関と連携した事例を検討、

また検討を通じて事業の活用方法を参加者の方に周

知するとともに連携のさらなる充実を図ります。 

介護福祉課 

３８ 

認知症初期集中支援 

事業の充実 

認知症の早期診断・早期対応のために、認知症地

域支援推進員、認知症サポート医によるチームでの

訪問を行います。また今後の支援について検討し、

必要に応じて認知症疾患医療センターおよび地域の

医療機関と連携を図ります。 

介護福祉課 

 

③ 認知症の方と家族を支える地域づくり 

認知症の方と家族の方を支える地域づくりを進めるための、認知症サポーターの養成、

養成講座修了者の方の協力を図ります。また、認知症カフェ等の居場所づくり等を進めま

す。 

事業名 内容 担当課 

３９ 

認知症サポーター養成

講座の充実 

認知症サポーター養成講座の修了者の方に対し、

フォローアップ講座を実施して、認知症についての

理解を深めてもらうとともに、今後のフォローアッ

プ講座でのボランティア要員としての協力等、認知

症に関わる事業への参画へつなげていき、市民の方

同士による認知症の方への対応について理解を深め

ていきます。 

＜目標＞ 

フォローアップ講座 年１回実施 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

４０ 

認知症地域支援推進員

連絡会の充実 

各地域包括支援センターに配置されている、関係

機関の間の連携を図るための支援や認知症の方やそ

の家族の方を支える相談業務等を行う認知症地域支

援推進員、地域の支援者の方、市で連絡会を開催し、

認知症地域支援推進員の活動について検討します。

また、連絡会を通じて、認知症地域支援推進員の活

動内容を見直し、各種事業等に反映させていきます。 

＜目標＞ 

認知症地域支援推進員連絡会 月１回実施 

介護福祉課 

４１☆新規 

地域の居場所づくり

（認知症カフェ等）の

実施 

認知症カフェ等、認知症の方と家族の方の居場所

づくりの支援について、地域包括支援センターおよ

び地域支援推進員、市内にあるカフェやサロン、社

会福祉協議会、介護事業所、市民団体、ＮＰＯ、医

療機関等と連携し、地域の実情を考慮しながら、実

施に向けて検討していきます。 

介護福祉課 

４２ 

やすらぎ支援（認知症

高齢者家族支援活動）

の充実 

軽度の認知症状が見られるおおむね６５歳以上の

方等に対し、認知症についての研修を受けたボラン

ティアの方が自宅を訪問し、話し相手となり、本人

への働きかけを行うとともに、その間、家族の方が

介護から離れる時間を提供します。ボランティアの

方および家族の方の交流の場を設け、出された意見

を今後の事業の充実にいかしていきます。 

＜目標＞ 

交流会 年１回以上の実施 

介護福祉課 

４３☆ 

家族介護継続支援事業

の充実 

家族介護継続支援事業等を通して、認知症高齢者

の方を介護する家族の方を対象に、交流会や講習会

等の機会を設け、認知症の理解や介護者間での情報

を共有します。また、経験談や情報交換、ストレス

を発散することで、介護による身体的・精神的負担

の軽減を図るためのネットワークづくりをめざしま

す。 

介護福祉課 
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図表４３ 認知症施策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本人・家族

地域の居場所づくり

やすらぎ支援 家族介護継続支援事業

認知症の方と家族を支える地域づくり

認知症ケアパス

認知症施策の推進と理解の醸成

認知施策事業推進委員会

認知症講演会

認知症サポーター養成講座

フォローアップ講座

認知症地域支援推進員連絡会

認知症地域支援推進員

認知症連携会議

認知症初期集中支援事業

小金井もの忘れ相談シート

発信機貸与

認知症のケア・医療の充実
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基本施策（３） 在宅医療と介護の連携の推進 

 

高齢者の方が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるために、在宅医療と介護の

連携による相談体制や介護・医療機関等も含めたサービス提供体制を強化し、切れ目ない

サービス提供体制の実現に努めます。 

 

① 在宅医療をサポートする体制づくり 

小金井市医師会と連携し、在宅医療・介護連携支援室を通じて、関係機関を対象とした

相談や研修、情報の共有・ネットワークを通した顔の見える関係づくりを進めていきます。 

事業名 内容 担当課 

４４ 

在宅医療・介護連携 

支援室の充実 

医療と介護のサービスが包括的かつ継続的に提供

されるために、医療機関、薬局、地域包括支援セン

ター、介護サービス事業所等の関係機関を対象に相

談対応や研修の実施等により関係機関同士の連携を

図ります。 

介護福祉課 

４５ 

在宅医療・介護連携 

推進会議の充実 

医療と介護の連携推進について、会議を開催し、

医師会、歯科医師会、薬剤師会等を含んだ各関係機

関の代表の方が委員となり課題を抽出、検討するこ

とで、さらなる連携の推進を図り、医療と介護の切

れ目のないサポートを充実させます。 

＜目標＞ 

在宅医療・介護連携推進会議 年３回実施 

介護福祉課 

 

② 在宅医療・介護連携のための情報共有 

在宅医療・介護連携のために、在宅介護医療資源マップの作成や在宅医療・介護に係る

多職種連携の研修会を開催し、ＩＣＴの活用による効率的、効果的な医療・介護情報の共

有について検討を進めます。 

事業名 内容 担当課 

４６ 

在宅医療資源マップの

充実 

医療資源を調査し、医療資源マップとしてまとめ、

市民および各関係機関へ配布し、医療資源の普及啓

発を行い、在宅医療の推進を図ります。第７期中に

内容を見直し、より充実したマップの作成を図りま

す。 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

４７ 

在宅医療・介護多職種

連携の研修会の充実 

医療機関、薬局、地域包括支援センター、介護サ

ービス事業所等の関係機関を対象に顔の見える関係

づくりをめざし研修を行います。また、医療・介護

関係者の方向けに医療と介護の連携に関する研修を

実施し、さらなる連携の推進を図ります。 

＜目標＞ 

関係機関向け研修会 年１回実施 

医療・介護関係者向け研修会 年３回実施 

介護福祉課 

 

③ 在宅医療のための市民啓発 

在宅医療に対する不安や疑問を解消し、その普及啓発を図るために、情報提供やリーフ

レットの発行、講演会等を開催して、市民啓発に努めます。 

事業名 内容 担当課 

４８ 

在宅医療リーフレット

の充実 

在宅医療に関するリーフレットを市民の方および

各関係機関へ配布し、普及啓発を図ります。第７期

中に内容を見直し、市民の方がより理解しやすいも

のに改良していきます。 

介護福祉課 

４９ 

在宅医療に関する市民

啓発（市民向け講演会）

の充実 

市民の方向けに在宅医療に関する理解を深める内

容の講演会を実施し、普及啓発を図ります。 

＜目標＞ 

講演会 年１回実施 

介護福祉課 
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基本施策（４） 生活支援体制整備の推進 

 

総合事業の開始に伴い、地域ケア会議、協議体（１層・２層）の取り組みにより、生活

支援体制の整備を推進します。 

 

① 生活支援体制整備事業の推進 

市内４つの日常生活圏域ごとに配置された生活支援コーディネーターを中心として、ほ

かの専門職とも連携しながら、地域課題の解決に向けた生活支援体制の整備、地域資源の

開発を進めていきます。 

事業名 内容 担当課 

５０ 

地域課題解決方法の 

協議（地域ケア会議）

の充実 

生活支援体制整備事業第１層・第２層協議体およ

び各日常生活圏域で行われた小地域ケア会議で出さ

れた地域課題について検討し、市全体で解決に向け

て取り組む必要がある課題については、市全体レベ

ルの地域ケア会議にて検討を行い、課題を施策に反

映します。 

介護福祉課 

５１ 

生活支援コーディネー

ターによるマッチング

やネットワークづくり

の充実 

各地域包括支援センターに配置されている生活支

援コーディネーターが中心となって、高齢者の方の

ニーズを把握し、地域資源のマッチングを行うとと

もに、担い手や居場所づくりの創出に努めます。ま

た、地域資源をまとめた情報冊子を作成し、毎年情

報を更新し、地域の高齢者の方に情報提供します。

そのほか、社会福祉協議会に配置されている地域福

祉コーディネーターとも連携し、多世代に共通した

ニーズにも対応していきます。                                        

介護福祉課 

５２ 

地域で活動する担い手

育成の推進 

市デイサービス認定サブスタッフ養成事業を事業

所の協力のもと実施し、介護予防や地域について学

びながら、デイサービスで職員の補助として活動す

る元気な高齢者の方（サブスタッフ）を各協力事業

所に配置することをめざします。サブスタッフは、

デイサービスにおいて通所型サービスの担い手とし

て活動します。また、市認定ヘルパー養成事業も実

施し、市が独自に実施する研修（高齢者の方の基礎

知識や家事援助の技術等）を受けた認定ヘルパーを

養成します。認定ヘルパーは、訪問型サービスの担

い手として活動します。 

＜目標＞ 

サブスタッフを各協力事業所に５人以上配置 

介護福祉課 
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事業名 内容 担当課 

５３☆ 

生活支援体制整備に係

る地域活動支援の充実 

各地域包括支援センターに配置されている生活支

援コーディネーターが、市民の方が行う高齢者の方

のための地域資源立ち上げや運営等について、各種

情報提供や相談等を受けます。 

介護福祉課 

 

図表４４ 生活支援体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第１層生活支援コーディネーター（市に配置）

にし包括圏域 きた包括圏域 みなみ包括圏域 ひがし包括圏域

市レベルの地域ケア会議

生活支援事業協議体

（＊第１層生活支援事業協議体と位置づけ）

第１、２層コーディネーター、全圏域より関係者が参加

し、活動の結果を踏まえた課題等を検討

庁内、関係機関との調整

地域包括支援センター定例会（年３回実施）

第２層生活支援事業協議体

各課題の関係者が解決に向け

て、具体的な活動を検討

具体的な活動を実施

在宅医療・介護連

携推進会議

医療と介護の連携

について検討

認知症施策事業推進

委員会

認知症施策について

検討

連動

：個別地域ケア会議

個別事例の支援に際して必要な場合に開催され、関係者や地域住民の方で、支援やその方法について検討

：個別事例

支援が必要な高齢者の方やその家族の方等から寄せられる相談

各圏域毎に実施

第２層生活支援コーディネーター（各包括に配置）

生活支援事業協議体

コーディネーターおよび関係者の情報共有および連携強化

小地域ケア会議

（＊第２層生活支援事業協議体と位置づけ）

各圏域の多様な方々（地域住民の方や医療・介護の関係者等）で、地域課題を抽出・共有

全圏域より関係者が参加
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基本目標３ 地域の支え合いの輪の拡充 

 

高齢者の方が、地域で安心・安全に暮らしていくことができるよう、福祉意識の醸成や

地域で互いに支え合う仕組みづくりをめざします。  

 

基本施策（１） 地域づくり・支え合い活動の推進 

 

高齢者の方が、地域で安心・安全に暮らしていくことができるよう、日常生活圏域ごと

の地域づくりを通して、地域で互いに支え合う仕組みをづくりをめざします。また、その

ためのボランティアや担い手の育成も進めます。 

 

① 地域づくりの推進 

日常生活圏域ごとに、生活支援体制整備事業第２層協議体において地域課題を検討し、

地域づくりを視野に入れた介護予防、生活支援の推進を図ります。地域包括支援センター、

社会福祉協議会、介護事業所、市民団体、ＮＰＯ、医療機関等との連携により、地域の居

場所をつくることをめざします。 

事業名 内容 担当課 

５４ 

日常生活圏域別地域 

づくりの推進 

生活支援体制整備事業第２層協議体において、市

全体と各日常生活圏域の地域課題を検討し、地域づ

くりを視野に入れた介護予防、生活支援の推進を図

ります。 

介護福祉課 

５０ 

地域課題解決方法の 

協議（地域ケア会議）

の充実 

※本計画再掲 

生活支援体制整備事業第１層・第２層協議体およ

び各日常生活圏域で行われる小地域ケア会議で出さ

れた地域課題について検討し、市全体で解決に向け

て取り組む必要がある課題については、市全体レベ

ルの地域ケア会議にて検討を行い、課題を施策に反

映します。 

介護福祉課 

５５☆新規 

地域の居場所づくり

（カフェ、サロン等）

の実施 

地域の居場所づくりについて、市内の地域包括支

援センター、社会福祉協議会、介護事業所、市民団

体、ＮＰＯ、医療機関等と連携し、分析を行い、今

後の地域の居場所づくり（カフェ・サロン等）の実

施を進めます。 

＜目標＞ 

地域の居場所を各圏域に１つ以上増設 

介護福祉課 
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② ボランティア活動支援 

ボランティア等の育成や研修等を、社会福祉協議会と連携して推進します。 

また、元気な高齢者の方を対象に、ボランティア活動を通じて健康増進、介護予防およ

び社会参加活動を推進するために、介護支援ボランティア事業を推進します。 

事業名 内容 担当課 

１２☆ 

さくら体操の推進 

※本計画一部再掲 

市内在学・在勤で、講座終了後週１回程度活動で

きる方を対象に、介護予防の基礎知識を広く習得し、

さくら体操の自主グループで活動するボランティア

（介護予防リーダー）を養成する講座を年１回実施

します。 

＜目標＞ 

介護予防リーダー養成 年１０人以上 

介護福祉課 

５６ 

ボランティアセンター

での活動支援の継続 

※他計画再掲 

社会福祉協議会にてボランティアセンターを設置

し、ボランティア活動の情報提供、活動支援を行い

ます。 

地域福祉課 

５７☆ 

介護支援ボランティア

ポイント事業の推進 

６５歳以上の元気な高齢者の方を対象にボランテ

ィア活動を通じて、自身の健康増進、介護予防およ

び社会参加活動を推進するための介護支援ボランテ

ィアポイント事業について、より多くの方に参加い

ただくとともに、参加事業所も増やし、事業の拡充

を図ります。 

＜目標＞ 

登録者 ４００人以上 

参加事業所 ３０事業所以上 

介護福祉課 
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基本施策（２） 高齢者の見守り支援の充実 

 

ひとり暮らし高齢者の方等の孤独感、不安感の軽減と安否確認を図ります。民間事業者

等との連携を進めるとともに、民生委員、町会・自治会活動等、隣近所のつながりにより

高齢者の方の安心・安全を確保する活動を支援します。 

 

① 行政による見守り支援 

疾病を抱える高齢者の方やひとり暮らしの高齢者の方等が安心して暮らし続けることが

できるよう、万一の際に備え、緊急通報システムの貸与、高齢者の方の実態把握や見守り

支援の協力体制づくり、避難行動要支援者の方の支援体制の充実を図ります。 

事業名 内容 担当課 

５８ 

緊急通報システム・火

災安全システム機器の

貸与の推進 

６５歳以上のひとり暮らし、６５歳以上のみ世帯

（日中又は夜間のみ独居も可）で、慢性疾患等で常

時注意が必要な方に、利用者の要望に応じ無線発報

器等を貸与します。 

介護福祉課 

５９ 

高齢者地域福祉ネット

ワーク事業の充実 

※他計画再掲 

地域の相談役として市民の方と行政、関係機関と

の橋渡しの役割を担う民生委員が、対象者本人の意

思確認の上作成した、個人情報や家族の方の緊急連

絡先等が記載された個人票をもとに、市が対象者の

方の緊急連絡先を把握し、必要に応じて、関係機関

等へ情報提供を行い、情報共有を図ることで、高齢

者の方の実態把握や見守り、支援の協力体制をつく

ります。 

地域福祉課 

介護福祉課 

６０ 

高齢者見守り支援事業

の推進 

ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話の貸与に

より、ひとり暮らしの方等の安否確認を推進します。 

＜目標＞ 

友愛活動活動員 ５人 

友愛活動利用者数 １０人 

介護福祉課 

６１ 

避難行動要支援者支援

体制の充実 

※他計画再掲 

災害時等に自力で避難することが困難で、家族の

方等の支援を受けられない高齢者の方等を「避難行

動要支援者」として、避難行動要支援者名簿を作成

し、災害に備えた地域の協力体制づくりのために必

要な情報として、市の関係部署、消防署、民生委員

等関係機関と共有します。 

また、避難行動要支援者の方に対して、地域の方

に「支援者」となっていただき、見守りや安否確認、

避難支援の体制を整備し、安心して暮らせるまちづ

くりをめざすためのモデル地区事業を実施してお

り、このモデル地区事業の推進を通じ、支援体制の

さらなる充実を図ります。 

地域福祉課 
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② 地域のネットワーク 

高齢者の方の孤独感や不安感の軽減および安否確認のため、見守り体制の確立に努めま

す。 

事業名 内容 担当課 

６２ 

事業者との連携による

見守りの推進 

地域から孤立しがちな高齢者の方が、安心して暮

らせる地域社会の構築のために、民間事業者等と連

携し、見守りが必要な高齢者の方の発見や安否確認

に努めます。市内の商店等に協力を依頼し、見守り

協定をより地域性の高いものにします。 

＜目標＞ 

協定事業者数の増加 

介護福祉課 

 

２０☆ 

住民主体の活動の推進 

※本計画再掲 

市および各地域包括支援センターに配置されてい

る生活支援コーディネーターが中心となって、介護

予防につながる活動等に取り組むボランティアや市

民団体等、地域人材の発掘・連携に努めます。新た

に活動を始めたい方や団体に向けたマッチング、立

ち上げ支援、組織づくり・拠点づくり支援等により、

各圏域の実情に合った住民主体の取り組みを試行

し、多様なサービスや通いの場づくりにつなげてい

きます。 

＜目標＞ 

住民主体の取り組みの試行 ４圏域 

介護福祉課 

６３ 

見守り支援の協力体制

の検討 

認知症高齢者の方の所在が不明になる等、緊急時

に地域福祉関係者等が中心となって、地域で捜索に

協力できる見守り支援の協力体制を検討するととも

に、引き続き、各関係機関との連携強化を図ります。 

介護福祉課 
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基本施策（３） 権利擁護の推進 

 

高齢者の方を対象とした消費者被害を未然に防止するよう努めます。 

また、判断力が低下した高齢者の方のために、財産の管理、福祉サービスの契約問題等

について、法的な支援や保護に努めます。 

高齢者の方の尊厳の保持にとって虐待を防止することは極めて重要であることから、高

齢者虐待の防止、養護者の方に対する支援に努めます。 

 

① 権利擁護事業の推進 

ひとり暮らしの方や高齢者の方のみの世帯が増加するなかで、財産を失ったり、債務を

負ったりする被害が増加しています。高齢者の方の財産管理、福祉サービスの契約等、高

齢者の方の権利が侵害されないような援護体制を整備します。 

事業名 内容 担当課 

６４ 

消費者被害の防止の推進 

高齢者の方および高齢者の周囲の方（見守り協力

者の方）向けに消費者講座を開催し、悪質商法の最

新手口や対処法についての周知や注意喚起を行いま

す。また、地域包括支援センター、介護サービス事

業所、市介護福祉課および消費生活相談室等の関係

機関が協力体制を構築し、高齢者の方の消費者被害

防止を図ります。 

介護福祉課 

経済課 

６５ 

福祉サービス苦情調整

委員制度の継続 

※他計画再掲 

福祉サービスに対する市民の方からの苦情に公平

かつ適正に対応し、信頼性と福祉の向上をめざすこ

とを目的として設置された福祉オンブズマン制度に

ついて周知を図ります。 

地域福祉課 

６６ 

権利擁護センター利用

の推進 

※他計画再掲 

権利や財産を守ること等を目的とし、認知症高齢

者の方や要介護高齢者の方等で判断能力に不安のあ

る方に対し、成年後見制度推進事業や地域福祉権利

擁護事業（日常生活自立支援事業）を行っている権

利擁護センターの利用の推進を図ります。 

地域福祉課 
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② 高齢者虐待防止対策の推進 

虐待を受けた高齢者の方の迅速かつ適切な保護等を実施できるように、市、関係機関、

民間団体等が連携し対応します。 

事業名 内容 担当課 

６７ 

高齢者虐待防止の推進 

虐待を受けた高齢者の方を適切に保護するため、

関係機関等と連携し、迅速な対応ができる体制を整

備します。また、「小金井市高齢者虐待対応マニュア

ル」を活用するほか、市民の方に対しても市報等に

より、高齢者虐待についての啓発や虐待対応窓口の

周知を図ります。高齢者虐待が疑われる場合は、必

要に応じて、介護の必要な高齢者の方を一時的に保

護し、養護者の方に対しては、介護負担軽減等の適

切な支援を図ります。 

介護福祉課 
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第５章 介護保険事業の推進（第７期介護保険事業計画） 
 

介護保険制度については、増大する介護ニーズに応えるべく、高齢者の方の介護を社会

全体で支え合う仕組みとして、平成１２年４月に始まりました。高齢化の急速な進行に伴

い、介護保険制度が精密・複雑化していくなか、「地域包括ケアシステムの強化のための

介護保険法等の一部を改正する法律」（以下「改正法」という。）が、平成３０年４月１日

に施行されることになりました。 

持続可能な介護保険制度の構築を図るとともに、事業の推進に向け、市では、第７期介

護保険事業計画に関する国の「基本指針」に沿って、市の特徴を踏まえた指標を設定し、

平成３７（２０２５）年度を見据えた地域包括ケアシステムを着実に推進できる実効性の

高い計画にします。 

 

第１節 計画の考え方 
 

１ 基本的な考え方 

 

介護保険法や改正法に基づき、保険者が市民の方とともに「自立支援・重度化予防」、

「本人の選択」、「在宅生活の継続」、「介護予防・リハビリテーション」を改めて見直すこ

とにより、基盤となる介護保険制度を強化することにつながると考えられています。 

市においても、第７期事業計画は、保険者機能の強化による介護保険制度の持続可能性

の確保を目標に、次の５つの考え方により着実に運営を進めます。 

なお、運営に当たっては、地域包括ケア「見える化」システム等を用いた地域マネジメ

ントを行い、現状の課題と将来の変化を十分捉えるとともに、各種制度改正等の内容に適

切に対応していきます。 

 

（１）日常生活圏域ごとの事業推進 
 

市では、これまで、４つの区域を日常生活圏域として設定して、施策を推進してきまし

た。（Ｐ２１８ 図表３１） 

引き続き、４つの圏域を日常生活圏域として位置づけるとともに、小地域ケア会議や協

議体（第２層）におけるエリアとしても位置づけ、情報提供や相談体制を充実し、介護が

必要になっても住み慣れた地域に住み続けるための体制づくりを充実させていきます。 
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（２）自立支援・介護予防・重度化防止の取り組みの推進 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、市では、第７期事業計画の策定に係る各

種調査やデータの分析をしてきました。 

市の特徴的な指標として、要介護認定率は軽度の方の認定率が高く、要支援１、要介護

１では全国、都と比べていずれも高く、重度の認定率が低くなっています（Ｐ２６６ 図

表４５）。その要因の１つとしては「さくら体操」をはじめとする介護予防事業が地域に

浸透し、市民の方への介護保険制度、地域包括支援センター等の周知度が高まったことに

あると考えられます。一方で、６５歳以上の方がいる世帯に対し高齢者の方のみで暮らす

世帯の割合が、多摩２６市のなかで３番目（平成２７年国勢調査）に高いことから、要介

護認定度が軽度の方でもサービスを必要とする方が多いことが考えられ、これからの高齢

化の進行を踏まえると、早期からの対策が必要となります。また、高齢者の方の週１回以

上の「通いの場」への参加率は、都や国と比較して特に高くなっています。（Ｐ２６６ 図

表４６） 

今後は、こうした特徴をいかし、元気な時からの地域活動・住民活動や通いの場への参

加を促しながら、居場所づくり、活動づくり、健康づくりを支援していきます。 

以上の考え方のもとで、市では、各種サービスの質の向上を図り、自立した日常生活支

援、要介護状態等となることへの防止、また、要介護状態等の改善に関する取り組みを推

進していきます。さらに、これらの取り組みを定期的に検証し、必要に応じて見直しを行

うことで、計画の円滑な推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ささえ合い 共に楽しみ いきいき長寿 
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図表４５ 第１号被保険者の要介護認定率（市・都・国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（平成２９年９月末日現在） 

 

 

図表４６ 週１回以上の「通いの場」参加率（市・都・国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（平成２７年度） 

1.1

0.6

2.3

0

0.5

1

1.5

2

2.5

全
国

東
京
都

小
金
井
市

（％）

（％）

全国 東京都 小金井市

要支援１ 2.6 2.9 3.9

要支援２ 2.5 2.4 2.5

要介護１ 3.7 3.8 4.6

要介護２ 3.2 3.3 3.3

要介護３ 2.4 2.4 2.2

要介護４ 2.3 2.3 2.1

要介護５ 1.8 2.0 1.9

合計認定率 18.5 19.1 20.5
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（３）総合事業の推進 

 

地域の支え合い体制づくりのさらなる推進と、要支援者の方等に対するより一層の効果的・

効率的な支援等を可能とするために、総合事業を構成している各事業（介護予防・生活支援サ

ービス事業、一般介護予防事業）の推進を図ります。 

また、各事業の取り組みを定期的に検証し、必要に応じて見直しを行うことで、総合事業を

より一層、充実させていきます。 

 

図表４７ 市の総合事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）介護給付の適正化の推進 

 

持続可能な介護保険制度の運営に向けては、介護サービスを必要とする方を適正に認定

した上で、適切なケアマネジメントにより受給者の方が真に必要とするサービスを見極め、

事業者がルールに従って適正にサービスを提供するよう促す介護給付の適正化の推進が

重要です。市でもこれまで東京都と連携を図りながら、「介護給付適正化事業」を推進し

てきましたが、第７期事業計画においても、事業のさらなる推進を図ります。 
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（５）適切な給付見込み・基盤整備 

 

様々な角度からの分析を行い、適切な給付見込み・基盤整備を図ります。 

第７期事業計画においては、施設系サービスとして介護老人福祉施設（以下「特別養護

老人ホーム」という。）の整備を見込むほか、在宅サービスを充実するために医療系サー

ビスの伸びにも対応した見込みを行います。 

また、病院からの退院や施設からの在宅復帰等に伴う居宅サービスの追加的需要や、介

護離職ゼロの取り組みの反映も含めて見込みます。 
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第２節 自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組みおよ

び目標設定 

 

１ 重点的取り組み・個別目標 

 

高齢者の方が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように支

援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化防止といった

介護保険制度の理念を踏まえ、様々な取り組みを進めます。 

具体的・重点的な取り組み内容と個別目標は、次のとおりです。 

 

① 介護予防体操「さくら体操」の参加促進 

【取り組み】 

さくら体操の自主グループをまとめる介護予防ボランティア養成講座を年に１回開催し、

介護予防リーダーを養成します。また、リハビリテーション専門職と連携し、さくら体操を

活用した地域介護予防活動の支援を行います。 

【目標】 

さくら体操の会場数・参加者数 前年度５％増 

介護予防リーダー養成 年１０名以上 

 

② 地域の居場所づくりの実施 

【取り組み】 

身近な地域で、介護予防や交流ができる通いの場（サロン、さくら体操の会場確保）をつ

くり、住民主体の活動ができる基盤づくりをさらに進めます。 

【目標】 

地域の居場所を各圏域 1つ以上増設 

 

③ 総合事業の推進 

【取り組み】 

これまでの国基準（旧国基準）に相当する訪問型、通所型サービスを実施するほか、緩和

した市の独自基準（市基準）による訪問型、通所型サービスを推進します。訪問型サービス

については、市認定ヘルパー養成事業にて講座を受講した方が、担い手として参加していた

だけるよう検討します。通所型サービスについては、市デイサービス認定サブスタッフ養成
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事業にて講座を修了した方が、市の独自基準の通所型サービスの担い手として参加いただけ

るよう進めていきます。 

【目標】 

介護予防・生活支援サービス事業における、訪問型、通所型サービスの市の独自基準と、

これまでの国基準の利用割合について、環境整備を進めながら、市の独自基準の利用を進め

ていきます。 

 

（訪問型サービス） 

 
第６期 

平成２９年度 

 第７期  

平成３７年度  
平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 

市基準 67％  70％ 75% 80％  80％ 

旧国基準 33％ 30% 25％ 20%  20% 

 

 （通所型サービス） 

 
第６期 

平成２９年度 

 第７期  

平成３７年度  
平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 

市基準 44％  50％ 55％ 60%  80％ 

旧国基準 56％ 50％ 45％ 40％  20% 

（平成２９年１０月利用者数割合。小数点以下四捨五入） 

 

④ 住民主体の活動の推進 

【取り組み】 

市および各地域包括支援センターに配置されている生活支援コーディネーターが中心と

なって、介護予防につながる活動等に取り組むボランティアや市民団体等、地域人材の発

掘・連携に努めます。新たに活動を始めたい方や団体に向けたマッチング、立ち上げ支援、

組織づくり・拠点づくり支援等により、各圏域の実情に合った住民主体の取り組みを試行し、

多様なサービスや通いの場づくりにつなげていきます。 

【目標】 

住民主体の取り組みの試行 ４圏域 
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２ 評価指標・成果の検証 

 

以上の取り組みを踏まえ、高齢者の方が、その有する能力に応じて自立した日常生活を

営むことができるように支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等

の軽減、悪化防止の成果を検証します。 

 

（１）評価指標 

 

市の自立支援・介護予防・重度化防止に向けた各種取り組みに対する評価指標について

は、次の観点に立って設定し、検証していきます。 

 

＜基本評価指標＞ 

① 社会参加の促進（自宅以外の居場所の有無の割合） 

事業計画策定時におけるアンケート調査において、自宅以外の居場所の有無を捉え、

「居場所がある」とされた方の割合が高くなることで、自立支援・介護予防の成果としま

す。 

 

第５期 

（第６期計画策定調査） 
 

第６期 

（第７期計画策定調査） 
 

第７期 

（第８期計画策定調査） 

平成２５年度  平成２８年度  平成 3１年度 

 

48.8％ 

  

39.3％ 

  

49.0％ 

（高齢者一般調査）      （ニーズ調査） 

 

② 要介護度の維持・改善 

要支援１・２の方のうち、介護認定更新の結果、前回の介護度よりも現状維持または改

善が図られた方の割合の傾向を捉え、その数値を維持することで、介護予防・重度化防止

の成果とします。 

 

第５期  第６期  第７期 

平成２６年度  平成２９年度  平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

88.64％ 

 

90.53％ 

 

90％台 90％台 90％台 

（各年１０月１日時点） 
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③ ６５歳健康寿命の延伸 

６５歳の方が、何歳まで健康に生活できるかをあらわす「６５歳健康寿命（東京保健所

長会方式）※」において、市の６５歳健康寿命（要支援１以上の認定を受けるまでの平均

自立期間で算出した場合）は、平成２７年では、男性が 81.35 歳で東京都平均を 0.37

歳上回り、多摩２６市比較では１５位でした。女性は 82.48 歳で、東京都平均値と同等

で、多摩２６市比較では１６位となっています。 

また、市の６５歳平均余命は、平成２７年度では、男性が 19.70 年（84.70 歳）で、

女性が 24.73 年（89.73 歳）となっています。 

今後さらに、介護を受けることなく、健康な生活を送る期間を延ばし、この期間を６５

歳の平均余命に近づけることを目標とし、自立支援・介護予防の成果とします。 

 

第５期  第６期  
第７期 

平成２４年度  平成２７年度  

男性 81.52 歳 

（5 位） 

女性 82.57 歳 

（１3 位） 

 男性 81.35 歳 

（１５位） 

女性 82.48 歳 

（１６位） 

  
 

延伸 

 

【市の平均余命（平成２７年度）】男：19.70 年（84.70 歳）、女：24.73 年（89.73 歳） 

※ ６５歳健康寿命（東京保健所長会方式）とは、６５歳の方が何らかの障がいのために日常生活動作が制限

されるまでの平均年齢をいい、６５歳平均自立期間に６５をたして年齢としてあらわすもの。（出典：東京

都健康増進計画「東京都健康推進プラン２１（第二次）」） 

  

 

 

 

（２）成果の検証 

 

上記の評価指標も踏まえながら、介護保険運営協議会において、毎年度、実施状況の把

握・評価について協議を行い、ＰＤＣＡサイクルの確立を図り、次期事業計画に反映して

いきます。 

高齢者の方の心身の状況等の変化については、次期事業計画策定に関する各種調査や地

域包括ケア「見える化」システムでのデータ分析等により検証を行います。 

６５歳健康寿命（歳）＝６５（歳）＋６５歳平均自立期間（年） 

６５歳平均余命（年）＝６５歳平均自立期間（年）＋６５歳平均障害期間（年） 

※ 平均自立期間とは、要介護認定を受けるまでの期間の平均で健康と考える期間で、平均障害期間

とは、要介護認定を受けてから死亡までの期間の平均（資料：東京都福祉保健局） 
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第３節 介護給付等に要する費用の適正化への取り組みおよび

目標設定 
 

これまでも介護給付の適正化を進めてきましたが、第７期事業計画においては、次の取

り組みを中心に確実な推進を図ります。各種取り組みを通じて適切なサービスの確保と、

費用の効率化を図るとともに、状況に応じて介護サービス事業所の指導へと反映していき

ます。 

 

① 要介護認定の適正化 

【趣旨】 

要介護認定の変更認定または更新認定に係る認定調査の内容について、訪問または書面等

の審査を通じて点検することにより、適切かつ公平な要介護認定の確保を図ります。 

【取り組みおよび目標】 

要介護認定の平準化に向けた実施項目の検討を行い、適正な認定結果につなげます。 

ｅラーニング（イーラーニングシステム）の周知を図り、活用する受講者を増やして定義

の理解を深め、主に市内の指定居宅介護支援事業所等に所属する調査員の講座登録、テスト

実施を促し、その結果を市でとりまとめ把握します。また、認定調査員の研修を行います。 

 

② ケアプラン点検 

【趣旨】 

ケアマネジャーが作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容につ

いて、事業者に資料提出を求め、また、訪問調査を行い、地域包括支援センター等と連携し、

点検を行います。 

【取り組みおよび目標】 

個々の受給者の方が真に必要とするサービスを確保するとともに、サービス提供の改善を

行い、保険者機能の強化を図ります。また、ケアプラン点検の効果を検証し、点検方法の改

善を検討します。 

 

③ 住宅改修・福祉用具給付の適正化 

【趣旨】 

保険者が改修工事を行おうとする受給者宅の施工前の実態確認や、工事見積書の点検を専

門職と連携しながら行います。 

軽度者の方への福祉用具貸与について自立支援の機会を阻害することがないよう、医師の

所見やサービス担当者会議の記録を確認します。 
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【取り組みおよび目標】 

点検項目、点検方法等のマニュアルの見直しを行いながら、効率性を高め、点検実施件数

を増やします。また、介護保険の住宅改修や福祉用具の制度を適切に利用するため、受給者

の方や事業者に対し制度周知を行います。 

 

④ 縦覧点検・医療情報との突合 

【趣旨】 

国民健康保険団体連合会の給付実績をもとに、受給者の方ごとに複数月にまたがる介護報

酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供されたサービスの整合性の確認を行うとと

もに、介護保険と医療保険を重複して請求している事業所がないか確認を行います。 

【取り組みおよび目標】 

研修会等に参加し、国民健康保険団体連合会委託分以外の突合について点検項目を増やし

ます。そして誤った請求を行っている可能性のある事業所に対して指導を行い、誤請求を是

正し、適正な介護報酬の請求を促進します。 

 

⑤ 介護給付費通知 

【趣旨】 

受給者の方に対して、実際に事業者から支払われている金額を再確認してもらうため、保

険者から受給者本人に対して、事業者からの請求および費用の給付状況等について通知しま

す。 

【取り組みおよび目標】 

受給者の方にとってわかりやすく、かつ効果的な給付費通知を行い、受給者の方に対して

適切なサービスの利用を普及啓発するとともに、自ら受けているサービスを改めて確認し、

適正な請求に向けた抑制効果を上げます。 

 

⑥ その他事業 給付実績の活用 

【趣旨】 

国民健康保険団体連合会で実施する審査支払いの結果から得られる給付実績を確認して、

疑義のある請求について事業者に照会を行います。国民健康保険団体連合会提供データの未

使用帳票について効率的と思われる帳票から順次確認を行っていきます。 

【取り組みおよび目標】 

東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会に参加することで、確認帳票の拡大を図り、

適正なサービス提供と費用の効率化、事業所の指導育成を図ります。 
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第４節 サービス見込量推計の流れ 
 

本事業計画では、国の地域包括ケア「見える化」システムに基づき、これまでの検討結果を

踏まえ、次のとおり、介護給付・予防給付のサービス量および地域支援事業のサービス量の推

計を行いました。 

推計に当たっては、医療と介護の連携による居宅サービスの追加的需要の反映、ならびに介

護離職ゼロのための追加的な見込みも勘案して推計を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の推計人口に基づき、平成３０年度から平成３２年度までの被保険者数を推計する。なお、参考とし

て平成３７年度の被保険者数も推計する。（Ｐ１９７ 図表１） 

１．被保険者数の推計 

平成２７年度から平成２９年度までの被保険者数に対する要介護（要支援）認定者数に基づき、１で推

計した被保険者数を用いて平成３０年度から平成３２年度までおよび平成３７年度の要介護（要支援）認

定者数を推計する。（Ｐ１９９ 図表５） 

２．要介護（要支援）認定者数の推計 

過去の給付実績を分析・評価し、平成３０年度から平成３２年度までの必要給付費を推計する。また、

特定入所者介護（介護予防）サービス費や高額介護（介護予防）サービス費等の推計も行い、給付費に加

える。さらに、地域支援事業費についても、事業規模を見込んだ上で事業費を推計する。 

３．保険給付費・地域支援事業費の推計 

平成３０年度から平成３２年度までの保険給付費・地域支援事業費の推計、保険料段階別の被保険者数

の推計および国が示す保険料算定に必要な係数をもとに、介護保険料基準額を設定する。 

４．保険料基準額の設定 
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第５節 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量

の見込み 
 

過去の実績の伸びや第６期事業計画中の制度改正の影響および平成２９年度の見込み

を考慮し、各サービスの利用量、給付費を見込みます。 

なお、特別養護老人ホームについては、第５期事業計画以来、整備に向けた検討が続い

ていましたが、平成３０年度に１５２床の施設を開所します。施設の整備を図りながら、

引き続き、介護老人福祉施設待機者の解消に向けた取り組みを実施します。 

 

１ 介護予防サービス見込量の推計 

 

※ 各グラフにおいて、平成２７・２８年度は市決算に基づく実績値、平成２９年度は見込値、平成３０年度以降

は推計値。 

 

（１）介護予防サービス見込量 

 

①介護予防訪問介護 

 

 

 

 

 

 

 

                      【参考】平成２８年度以降は、地域支援事業へ移行 

 

②介護予防訪問入浴介護 
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③介護予防訪問看護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④介護予防訪問リハビリテーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤介護予防居宅療養管理指導 
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⑥介護予防通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成２８年度以降は、地域支援事業へ移行 

 

⑦介護予防通所リハビリテーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧介護予防短期入所生活介護 
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⑨介護予防短期入所療養介護（老健） 
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⑫介護予防住宅改修 
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≈  
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≈  
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≈  
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②介護予防小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）介護予防支援見込量 

 

①介護予防支援 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成２８年度以降は、一部が地域支援事業へ移行 
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≈  
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≈  
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２ 介護サービス見込量の推計 

 

（１）居宅サービス見込量 

 

①訪問介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②訪問入浴介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③訪問看護 
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≈  
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（回数／回） （給付費／千円）

 

≈  
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（回数／回） （給付費／千円）

 

≈  
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④訪問リハビリテーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤居宅療養管理指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成２８年度以降は、小規模の通所介護が地域密着型サービスへ移行 
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（人数／人） （給付費／千円）

 

≈  
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（回数／回） （給付費／千円）

 

≈  
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（回数／回） （給付費／千円）

 

≈  
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⑦通所リハビリテーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧短期入所生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨短期入所療養介護（老健） 
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（日数／日） （給付費／千円）

 

≈  
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≈  
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（日数／日） （給付費／千円）

 

≈  
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⑩福祉用具貸与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪特定福祉用具購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫住宅改修費 
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（人数／人） （給付費／千円）

 

≈  
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（人数／人） （給付費／千円）

 

≈  
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≈  
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⑬特定施設入居者生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域密着型サービス見込量 

 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②夜間対応型訪問介護 
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（人数／人） （給付費／千円）

 

≈  
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（人数／人） （給付費／千円）

 

≈  
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≈  
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③認知症対応型通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤認知症対応型共同生活介護 
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（回数／回） （給付費／千円）

 

≈  
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≈  
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≈  
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⑥地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦看護小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧地域密着型通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成２８年度以降は、小規模の通所介護が地域密着型サービスへ移行 
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（人数／人） （給付費／千円）

 

≈  
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（回数／回） （給付費／千円）

 

≈  
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≈  
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（３）広域型施設サービス見込量 

 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護老人保健施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③介護医療院（平成 37 年度は介護療養型医療施設を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成３０年度に創設 
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≈  
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≈  
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≈  
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④介護療養型医療施設 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成３５年度末に廃止 

 

（４）居宅介護支援見込量 

 

①居宅介護支援 
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≈  
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≈  
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３ 施設整備に関する推計 

 

住まいについては、現在の自宅に住みたいと考える方の割合が最も多く、その一方で、

介護保険制度全体をより良くするための環境整備として、市が力を入れるべきことにおい

ては、「施設サービスの充実が必要」と考える方が多くなっています。 

市では、今後の高齢化の進行と高齢者の方のみの世帯の増加、中重度の要介護者の方の

増加に対応するため、在宅生活を支えるサービスの利用の促進を図るとともに、施設サー

ビスを整備していきます。施設基盤整備を通じ、高齢者の方が住み慣れた地域のなかで安

心して暮らし続けることができるまちづくりを進めます。 

また、地域密着型サービスにおいては、第６期事業計画期間中に、認知症対応型共同生

活介護と、市内で初めて看護小規模多機能型居宅介護を整備しました。 

第７期事業計画においては、引き続き、利用率が伸びていない地域密着型サービスの利

用促進に向けた周知を図り、在宅生活を支えるサービスの充実に努めます。 

なお、改正法により創設された「地域共生型サービス」については、まだその内容や影

響の検討が緒についたところであり、第７期事業計画においては、全国での事例も見据え

ながら今後の動きを注視していきます。 
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図表 48 本計画期間中の施設整備計画 

種 別 
第６期終了時点
（平成２９年度末） 

第７期 計 画 値 第７期終了時点 
（平成３２年度末） 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

広
域
型
施
設 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

    2施設 

199人 

1施設（※） 

152人 
― ― 

    3施設 

351人 

老人保健施設 
    2施設 

197人 
― ― ― 

    2施設 

197人 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム） 

    9施設 

289人 
― ― ― 

    9施設 

289人 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 
    1施設 ― ― ―     1施設 

夜間対応型訪問介護     2施設 ― ― ―     2施設 

認知症対応型通所介護 

（認知症デイ）定員数 

    4施設 

 60人 
― ― ― 

    4施設 

 60人 

 

 

 

 

南東圏域 ― ― ― ― ― 

北東圏域  36人 ― ― ―  36人 

北西圏域  24人 ― ― ―  24人 

南西圏域 ― ― ― ― ― 

小規模多機能型居宅介護 
    2施設 

 47人 
― ― ― 

    2施設 

 47人 

 

 

 

 

南東圏域  29人 ― ― ―  29人 

北東圏域 ― ― ― ― ― 

北西圏域  18人 ― ― ―  18人 

南西圏域 ― ― ― ― ― 

認知症対応型共同生活

介護（グループホーム） 

    6施設 

 83人 
― ― ― 

    6施設 

 83人 

 

南東圏域  35人 ― ― ―  35人 

北東圏域   9人 ― ― ―   9人 

北西圏域  33人 ― ― ―  33人 

南西圏域   6人 ― ― ―   6人 

地域密着型老人福祉施

設入所者生活介護 

（小規模特養） 

   0施設 

 0人 
― ― ― 

    0施設 

  0人 

地域密着型特定施設入

居者生活介護（小規模有

料老人ホーム）定員数 

   0施設 

 0人 
― ― ― 

    0施設 

  0人 

看護小規模多機能型居

宅介護 

   1施設 

29人 
― ― ― 

    1施設 

 29人 

 

南東圏域 ― ― ― ― ― 

北東圏域 ― ― ― ― ― 

北西圏域 29人 ― ― ―  29人 

南西圏域 ― ― ― ― ― 

※ 併設施設（ショートステイ16人、デイサービス20人）あり。 
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第６節 各年度における地域支援事業費の見込み 
 

地域支援事業は、被保険者の方が要介護状態・要支援状態となることを予防するととも

に、要介護状態となった場合でも、可能な限り地域で自立した日常生活を営むことができ

るよう支援することを目的としており、事業を大別すると「総合事業」・「包括的支援事

業」・「任意事業」で構成されています。 

制度改正により、市では第６期事業計画期間中の平成２８年１０月より総合事業を開始

し、要支援者の方に対する予防給付のうち、介護予防訪問介護と介護予防通所介護が、訪

問型サービスと通所型サービスとして総合事業に移行されたとともに、従来と比べ多様化

したサービスや事業の展開が可能となりました。 

第７期事業計画では、市の特徴を踏まえ、平成３７（２０２５）年度を見据えた地域包

括ケアシステムの着実な推進を図るべく事業規模を見込み、事業費を推計します。 

 

区  分 単位 

第7期 
平成３７年度 

推計 平成３０年度 

推計 

平成３１年度 

推計 

平成３２年度 

推計 

介護予防・日常生活支援総合事業 

事業費 

（千円） 

291,308 299,410 304,768 321,054 

包括的支援事業 124,690 125,385 125,976 136,429 

任意事業 3,849 3,880 3,850 3,882 

地域支援事業費 合計 419,847 428,675 434,594 461,365 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 単位 

第7期 
平成３７年度 

推計 平成３０年度 

推計 

平成３１年度 

推計 

平成３２年度 

推計 

訪問型サービス サービス費 

（千円） 

86,823 89,402 90,516 97,743 

通所型サービス 148,648 153,084 156,239 162,414 

 

＜訪問型サービス、通所型サービスの見込み＞ 

平成２９年１０月時点の訪問型サービスと通所型サービスの利用者の方のうち、市の独自

基準によるサービスと、これまでの国基準相当のサービスの利用率は、訪問型サービスにつ

いては67%の方が、通所型サービスについては44%の方が、市の独自基準によるサービス

を利用しています。ケアプランの分析等の結果から、将来的には８割の方が市の独自基準に

よるサービスの利用へと移行していくことが見込まれます。 

これら市の独自基準によるサービスへの移行と今後の要支援認定者数の伸びを勘案し、サ

ービス費を推計します。（Ｐ２４４ 図表４０） 
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第７節 第１号被保険者の介護保険料 
 

１ 介護保険料設定の考え方 

 
介護保険料の設定に当たっては、次のような考え方で行っています。 

 

（１）サービス見込量と保険料のバランス 

 

第１号被保険者の介護保険料は、第７期事業計画期間中のサービス見込量および第１号被保

険者数に応じたものとなります。 

 

（２）財源構成 

 

第７期事業計画期間の第１号被保険者の負担割合は、第６期事業計画期間の22%から23%

となったことを考慮して設定します。 

 

図表４９ 第７期事業計画の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 第１号被保険者は６５歳以上の方 

※ 第２号被保険者は４０歳以上６５歳未満の方 

東京都
12.5%

国
25.0%

市
12.5%

第２号被保険者
27.0%

第１号被保険者
23.0%

【その他分】

東京都
17.5%

国
20.0%

市
12.5%

第２号被保険者
27.0%

第１号被保険者
23.0%

【施設等分】

（調整交付金5%含む）

東京都
12.5%

国
25.0%

市
12.5%

第２号被保険者
27.0%

第１号被保険者
23.0%

【介護予防・日常生活支援総合事業】

東京都
19.25%

国
38.5%

市
19.25%

第１号被保険者
23.0%

【左記以外】

保
険
給
付
費

地
域
支
援
事
業
費

（調整交付金5%含む）

（調整交付金5%含む）
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（３）介護報酬の改定 

 

平成３０年度からの介護報酬改定を考慮の上、保険料を設定します。 

 

（４）保険料段階の設定 

 

第６期事業計画期間中は、保険料段階を１５段階とし、第１段階、第２段階、第４段階

の保険料率を低廉にする等、低所得者への配慮をしてきました。引き続き、第７期保険料

段階の設定についても、１５段階とします。 

 

（５）市町村特別給付等 

 

市町村特別給付はいわゆる上乗せ・横出しにあたる事業ですが、保険料が上昇すること

から、市町村特別給付は見込まないこととします。 

 

（６）介護給付費準備基金の活用 

 

介護給付費準備基金は、介護保険給付費の財源として過不足を調整するための基金です。

第６期事業計画終了時の基金残高は、約4億5,700万円と見込まれます。計画期間中に、

一定精算することが望ましいことから、基金を活用し保険料の上昇を抑制します。 

 

（７）現役並みの所得のある方の利用者負担の見直しへの対応 

 
「改正法」により、第７期事業計画においては、介護保険制度の持続可能性を高めるため、

世代内・世代間の負担の公平や負担能力に応じた負担を求める観点から、負担上限を44,400

円に据え置きつつ、一定以上の所得がある方の自己負担が２割負担から３割負担に引き上げら

れます。（Ｐ２９６ 図表５０） 

市では、利用者負担割合の変更によるサービス利用への影響がないよう、制度への理解を促

していきます。 
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図表５０ 負担割合の判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「全国介護保険担当課長会議資料 平成２９年７月３日」 

 

 

 

 

２ 保険給付額全体の見込額 

 

保険給付額全体の見込額は、第５節で見込んだ総給付費に、平成１７年から開始された

食費居住費の自己負担分を軽減するために設けられた特定入所者介護サービス費等、１か

月の利用料が一定の額を超えた場合に給付される高額介護サービス費等、医療保険と介護

保険の合計の利用料が一定の額を超えた場合に給付される高額医療合算介護サービス費

等を加えます。また、制度改正による、一定以上所得者の利用者負担の見直しに伴う財政

影響額を差し引きます。 

これらに、東京都国民健康保険団体連合会が行う給付請求事務に対して支払う手数料

「審査支払手数料」を加え、全体額となる「標準給付費」を算出します。 

この金額は、３年間で 232 億 6,559 万円を見込みます。 

 

 

 

本人の 

合計所得金額が

220万円以上 

本人の 

合計所得金額が

160万円以上 

220万円未満 

本人の 

合計所得金額が

160万円未満 

下記以外の場合 

同一世帯の１号被保険者の 

年金収入＋その他の合計所得金額 

単身：340万円未満 

２人以上：463万円未満 

下記以外の場合 

同一世帯の１号被保険者の 

年金収入＋その他の合計所得金額 

単身：280万円未満 

２人以上：346万円未満 

３割負担 

２割負担 
＊２割負担の判定フローへ 

（１割負担） 

２割負担 

１割負担 

１割負担 

第１号 

被保険者 

※ 第２号被保険者、市区町村民税非課税者、生活保護受給者は上記にかかわらず１割負担。 
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図表５１ 標準給付費の見込み 

（単位：千円） 

区  分 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 合計 

総給付費（Ａ） 
（一定以上所得者負担調整後） 

6,999,328 7,376,039 7,760,607 22,135,974 

 

総給付費 7,008,280   7,302,628 7,593,074 21,903,982 

一定以上所得者の利用者負担の
見直しに伴う財政影響額 

8,952 14,367 15,308 38,627 

 
消費税率等の見直しを勘案した
影響額 

0 87,778 182,841 270,619 

特定入所者介護サービス費等 
給付額（Ｂ） 

148,577   153,337 158,263 460,177 

 

特定入所者介護サービス費等 
給付額（資産等勘案調整前） 

148,577 153,337 158,263 460,177 

補足給付の見直しに伴う財政 
影響額 

0 0 0 0 

総給付費計 
（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 

7,147,905 7,529,376 7,918,870 22,596,151 

高額介護サービス費等給付額（Ｄ） 170,315 178,968 187,959 537,242 

高額医療合算介護 
サービス費等給付額（Ｅ） 

33,131 34,264 35,390 102,785 

算定対象審査支払手数料（Ｆ） 9,229 9,792 10,391 29,412 

標準給付費見込額（Ｇ） 
（Ｇ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 

7,360,580 7,752,400 8,152,610 23,265,590 
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３ 保険料基準額 

 

給付費と地域支援事業費をもとに算出された介護保険料月額は 5,824 円となり、介護

給付費準備基金約 4 億 5,700 万円のうち 4 億 3,000 万円を充当することによって、本

市における保険料基準月額を 5,400 円とします。 

 

図表５２ 保険料基準額の算出 

（単位：千円、保険料基準月額は円） 

区  分 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 合計 

費用合計 7,780,427 8,181,075 8,587,204 24,548,706 

 

標準給付費 7,360,580 7,752,400 8,152,610 23,265,590 

地域支援事業費 419,847 428,675 434,594 1,283,116 

保険料基準額月額（基金投入前）  5,824 

介護給付費準備基金取崩額  430,000 

保険料基準額月額（基金投入後）  5,400 
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４ 第１号介護保険料（所得段階別保険料額） 

 

以上を踏まえ、第 7 期（平成３０年度～平成３２年度）の第１号介護保険料は、下表の

とおりです。 

図表５３ 第１号被保険者の介護保険料 

 

保険料段階 対象者 保険料率 月額（円） 年額（円） 

第１段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金を受給してい

る方および生活保護受給者の方 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額と課

税年金収入金額の合計額が80万円以下の方 

基準額×
0.45 

2,430  29,100  

第２段階 
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額と課

税年金収入金額の合計額が80万円を超えて120万円以

下の方 

基準額×
0.65 

3,510  42,100  

第３段階 
世帯全員が市民税非課税で、第１段階または第２段階

に該当しない方 

基準額×
0.75 

4,050  48,600  

第４段階 
世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民

税非課税の方のうち、前年の合計所得金額と課税年金

収入金額の合計額が80万円以下の方 

基準額×
0.875 

4,725  56,700  

第５段階 
世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民

税非課税の方で、第４段階に該当しない方 
基準額 5,400  64,800  

第６段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が120万円未

満の方 

基準額×
1.175 

6,345  76,100  

第７段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が120万円以

上200万円未満の方 

基準額×
1.275 

6,885  82,600  

第８段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が200万円以

上300万円未満の方 

基準額×
1.45 

7,830  93,900  

第９段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が300万円以

上350万円未満の方 

基準額×
1.50 

8,100  97,200  

第１０段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が350万円以

上500万円未満の方 

基準額×
1.60 

8,640  103,600  

第１１段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が500万円以

上750万円未満の方 

基準額×
1.75 

9,450  113,400  

第１２段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が750万円以

上1,000万円未満の方 

基準額×
2.00 

10,800  129,600  

第１３段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が1,000万円

以上1,500万円未満の方 

基準額×
2.15 

11,610  139,300  

第１４段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が1,500万円

以上2,000万円未満の方 

基準額×
2.30 

12,420  149,000  

第１５段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が2,000万円

以上の方 

基準額×
2.45 

13,230  158,700  
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５ 平成３７（２０２５）年度の展望 

 

高齢者人口の増加により、給付費は今後も増加していくことが予想されます。第７期事業

計画策定時点で保険料基準額は、平成３７年度は7,600円と推計されています。 

そのため、第７期事業計画において計画している施策を推進し、今後の保険料基準額の上

昇を抑えることをめざします。
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第８節 介護保険制度を円滑に運営するための方策 
 

１ 給付適正化事業 

 

第３節の介護給付等に要する費用の適正化への取り組みおよび目標設定で挙げた事業を

推進し、事業者や市民の方に対して適正なサービスの利用についての意識の醸成を図りま

す。 

 

２ 介護事業者の指導 

 

市では、介護サービス利用者の方が適切なサービスを受けられるように、介護サービス

事業者に対して、運営基準の遵守やサービスの安全性の確認等を指導していきます。 

地域密着型サービスや、居宅介護支援事業所の指定更新時に実地指導を行い、サービス

の質の確保を図ります。 

 

３ 介護保険利用支援の充実 

 

利用者の方々が円滑にサービスを利用できるよう介護保険パンフレットの配布や介護サ

ービス利用ガイドブックの作成、ホームページの充実等を行い、介護保険制度の理解を深

めるための情報提供を行うとともに、総合的な相談窓口である地域包括支援センターのさ

らなる周知に努めます。 

 

４ 保険料・利用料の負担軽減に向けた配慮 

 

（１）保険料での配慮 

 

① 多段階化の推進 

第６期は、本人・世帯の課税状況と合計所得金額・課税年金収入額に応じて、保険料段

階の多段階化が進められ、国標準は９段階ですが、市では１５段階に設定しました。第７

期も同様に、それぞれの被保険者の方の負担能力に応じたきめ細かい保険料負担段階を設

定するため、１５段階とします。 
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② 介護保険料の減免制度 

災害により住居等に損害を受けた場合、生計中心者の方の収入が急激に減少した場合、

生計困難な場合等に介護保険料の減免を行います。 

 

③ 公費による低所得者負担割合の軽減 

世帯非課税（第１段階から第３段階まで）については、公費による負担軽減の仕組みが

導入された場合には、さらなる負担軽減が可能となります。 

 

（２）利用料での配慮 

 

① 介護保険訪問介護等利用者負担助成 

訪問介護等の利用者（助成対象者に制限あり）の方に対して、低所得者の方の負担緩和

の観点から、市がその一部を助成し自己負担額を軽減します。 

 

② 特定入所者介護（介護予防）サービス費（補足給付） 

低所得の要支援・要介護の方が、施設サービスや短期入所サービスを利用した際に自己

負担する食費・居住費の金額が過大とならないよう、利用者負担限度額を設け、その限度

額と基準費用額の上限との差額を特定入所者介護（介護予防）サービス費（補足給付）と

して支給します。 

 

③ 高額介護（介護予防）サービス費の支給 

要支援・要介護の方の１か月の利用者負担額が規定の限度額を超えた場合には、超えた

分について「高額介護（介護予防）サービス費」を支給し自己負担額の軽減を図ります。 

 

④ 高額医療合算介護（介護予防）サービス費の支給 

医療保険制度に加入している世帯に介護保険サービスの利用者の方がいる場合で自己負

担額が著しく高額になる場合（医療・介護保険の自己負担額を合算した年間の合計額が年

間の限度額を超えた場合）には、超えた分を高額医療合算介護（介護予防）サービス費と

して支給します。 

 

⑤ 生計困難者の方に対する利用料の負担軽減制度 

サービス利用料の軽減を行う旨を申し出ている介護保険サービス提供事業者のサービス

を生計困難者の方が利用する場合、自己負担額を軽減します。なお本制度は、被保険者の
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方からの申請に基づき、市で定めた一定の要件によって生計が困難であると認められた方

が対象となります。 

 

５ 介護人材の確保・育成 

 

市認定ヘルパー、市デイサービス認定サブスタッフ等の各種養成講座等を通じて、高齢

者の方を支える担い手を養成し、人材確保・育成を図ります。 

また、介護職員初任者研修を受講し修了した方に受講料等の一部を助成することにより、

人材の育成を図ります。（市介護職員初任者研修支援事業） 

そのほか、国（ハローワーク）と連携し、介護人材募集の周知に努めるとともに、東京

都と連携し、介護職員等の育成に関する講座等や介護人材確保に関する事業等の周知を図

り、介護人材の確保を図ります。 

 

６ 適切な事業所指定 

 

改正法によって、地域密着型通所介護の指定申請があった場合に、指定を拒否できるこ

ととなりました。また、東京都が指定を行う事業所の指定に関しても、意見を提出するこ

とができます。 

市では、各サービスの充足状況を勘案しながら、適切に地域密着型サービスの指定を行

うとともに、東京都が指定を行うサービスについても、必要に応じ意見を提出していきま

す。 
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第６章 計画の推進 
 

第１節 計画の推進体制 
 

介護保険・高齢者保健福祉事業は、福祉、保健、医療、まちづくり、防災等広範囲にわ

たっており、その理念を具体化して、関係する施策を効果的かつ計画的に推進していくた

めには、関係各機関が緊密に連携して取り組むことが必要です。 

また、計画の推進には市民、行政、地域の各種団体、医療機関、教育機関、職域等との

連携協力が必要です。本計画を広く市民に周知するとともに、事業の推進に当たっては、

事業者・関係機関等との役割分担を明確にして協働であたることが必要です。 

 

１ 介護保険運営協議会の充実 

 

介護保険運営協議会は、公募市民、事業者、関係機関、学識経験者等から構成されています。

運営協議会の活動を通して計画の推進状況を毎年度、検討・確認します。 

また、地域包括支援センターの運営全般、関係団体との調整、内容の評価を行う地域包括支援

センターの運営に関する専門委員会や地域密着型サービスの運営に関する専門委員会等を開催

しています。 

 

２ 医師会等の関係機関との連携 

 

計画の推進に当たっては、介護保険事業者、地域団体、ボランティア、ＮＰＯ、民間活動団体

等とも積極的に協力連携していきます。また、医師会や歯科医師会、薬剤師会等の関係機関と連

携していくこともますます重要になっており、情報の共有を図ります。 

 

３ 広域的な連携と国・都への働きかけ 

 

計画の推進に当たっては、法・制度の見直しや人材の確保・育成等について、必要に応じて、

国や東京都にも要望していきます。 
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第２節 計画の評価方法 
 

市では、地域包括ケア「見える化」システムや、各種調査の結果を活用し、自立支援・介護予

防・重度化防止に関する取り組みと目標の進捗状況を検証します。また、施策の事後評価等を行

い、改善を行うＰＤＣＡサイクルを確立します。 

 

 

 
 
事業内容、数値目標、サービス見込量等を

定める。 

計画（Plan） 

 
評価結果を踏まえ、必要があると認める時

は、計画や事業の改善・見直し等を実施。 

 

改善（Action）  
計画の内容を踏まえ事業を実施する。 

 

 
計画の進行管理組織に実績を報告し、評価

を行う。 

実行（Do） 

評価（Check） 

毎年度 

進捗状況・評価の公表 


